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Ⅰ 調査概要 

１ 実施目的 

 白河市の地域経済を支える事業者は、「需要の低下」、「売上の減少」、「経営者の高齢化による事業承継」

等の問題に直面しており、経営を持続的に行うための経営課題の解決が必要となっている。また、現在は

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者も多い。 

 そこで、白河市の事業者に景況感や経営上の問題点に関するアンケート調査を実施する。 

収集した情報は、事業者に提供するだけでなく、商工会議所として事業者に対する効果的な支援策の立

案や、事業者の事業計画策定支援等の基礎資料として活用する。 

 

２ 調査の方法及び回収数 

調査時期 令和 3年 1月 22日（金）～2月 5日（金） 

調査対象 市内中小企業 

調査方法 郵送後、FAXなどにて回収 

配布数 1,136票 

回収数 150 票 

有効回収率 13.2％ 

 

３ 本報告書の見方について 

(１)各設問における無回答の回答を除いている。 

(２)比率はすべて百分率（％）で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出した。したがって合計が

100％を上下する場合がある。 

(３)基数となるべき実数（回収者数）は、“全体（n=〇〇）”として掲載し、各比率は回答者数を 100.0％

として算出した。なお、「n」は number of caseの略であり、設問の回答者数を示す。 

(４)１人の回答者が２つ以上の回答を出してもよい設問では、各回答の合計比率が 100.0％を超える場合

がある。 

(５)本文や図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合がある。 

(６) 「 」は１つの選択肢を、『 』は複数の選択肢を合わせた表現を示している。 

  

Ⅰ 調査概要 



 

2 

 

 

Ⅱ 回答者の属性 

１ 事業形態 

 

 

２ 業種 

 
  

件数 ％

法人 111 74.0%

個人事業主 22 14.7%

無回答 17 11.3%

合計 150 100.0%

法人

74.0%

個人事業主

14.7%

無回答

11.3%

件数 ％

製造業 33 22.0%

卸売業 8 5.3%

小売業 25 16.7%

建設業 18 12.0%

運輸業 4 2.7%

飲食サービス業 12 8.0%

情報通信業 0 0.0%

宿泊業 2 1.3%

生活関連サービス業 3 2.0%

専門・技術サービス業 11 7.3%

その他のサービス業 16 10.7%

その他の業種 14 9.3%

無回答 4 2.7%

合計 150 100.0%

製造業

22.0%

卸売業 5.3%

小売業

16.7%
建設業

12.0%

運輸業 2.7%

飲食

8.0%宿泊

1.3%

生活

関連

2.0%

専門・技術

7.3%

他サービス

10.7%

その他の業種 9.3%

無回答 2.7%

Ⅱ 回答者の属性 
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Ⅲ 調査の結果 

１ 経営理念の有無/浸透状況 

全体では、「浸透している」が 46.8％、「一部浸透している」が 34.9％となっており、これらを合わせ

た『浸透』は約８割（81.7％）となっている。ほとんどの事業者において経営理念が浸透していることが

読み取れる。 

事業形態別では『浸透』は、法人（83.5％）が個人事業主（68.8％）より高くなっている。 

業種別では『浸透』は、製造業（96.0％）が最も高く、サービス業（86.4％）、建設・運輸業（80.0％）、

卸売・小売業（69.0％）の順に続いている。 

 

 

  

46.8%

50.5%

43.8%

64.0%

34.5%

45.0%

45.9%

58.1%

43.8%

46.8%

57.1%

34.9%

33.0%

25.0%

32.0%

34.5%

35.0%

40.5%

25.8%

38.2%

34.9%

35.7%

6.3%

6.2%

6.3%

13.8%

10.0%

2.7%
3.2%

7.9%

6.3%

3.6%

11.9%

10.3%

25.0%

4.0%

17.2%

10.0%

10.8%

12.9%

10.1%

11.9%

3.6%

全体(n=126)

【事業形態別】

法人(n=97)

個人事業主(n=16)

【業種別】

製造業(n=25)

卸売・小売業(n=29)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=37)

【売上増減別】

売上増加(n=31)

売上減少(n=89)

【経年比較】

令和２年度調査(n=119)

平成30年度調査(n=28)

浸透している 一部浸透している 浸透していない 経営理念はない

Ⅲ 調査の結果 
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２ 景況感について 

（１）全体 

①昨年の今頃と比べた現在の経営環境等の状況（前年同期比） 

昨年の今頃（令和元年 12 月～令和 2 年 1 月頃）と比べた現在（令和 2 年 12 月～令和 3 年 1 月頃）

の経営環境等の状況は下図のとおりである。 

項目別の分析は次ページ以降で実施する。 

 

 

 

 

 

 

②現在と比べた今後の経営環境等の見通し（見通し） 

現在（令和 2年 10月～12月頃）と比べた今後（令和 3年 2月～令和 3年 4月頃）の経営環境等の見

通しは下図のとおりである。 

項目別の分析は次ページ以降で実施する。 

 

 

 

 

24.3%

22.7%

32.0%

21.7%

29.5%

43.1%

43.2%

40.6%

35.7%

40.3%

16.7%

18.9%

21.1%

26.4%

15.5%

10.4%

9.8%

2.3%

9.3%

8.5%

5.6%

5.3%

3.9%
7.0%

6.2%

売上高(n=144)

販売数量(n=132)

売上単価(n=128)

採算（経常利益）(n=129)

資金繰り(n=129)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

38.4% 17.0% 32.1% 6.3% 6.3%原材料・商品仕入単価(n=112)

10％超 30％超 50％超 80％超 100％超

17.9%

18.2%

22.7%

16.0%

24.6%

46.2%

46.2%

46.1%

42.0%

41.5%

20.7%

22.7%

23.4%

25.2%

19.2%

10.3%

7.6%

4.7%

10.7%

9.2%

4.8%

5.3%

3.1%

6.1%

5.4%

売上高(n=145)

販売数量(n=132)

売上単価(n=128)

採算（経常利益）(n=131)

資金繰り(n=130)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

33.9% 22.3% 32.1% 8.0% 3.6%原材料・商品仕入単価(n=112)

10％超 30％超 50％超 80％超 100％超
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（２）項目別（売上高） 

①前年同期比 

売上高（前年同期比）をみると、「100％超」が 24.3％、「80％超」が 43.1％、「50％超」が 16.7％、

「30％超」が 10.4％、「10％超」が 5.6％となっている。 

上記を言い換えると、「売上高増加」が 24.3％、「２割弱減少」が 43.1％、「２～５割減少」が 16.7％、

「５割以上減少」が 17.0％となる。売上高が２割弱減少している事業者が最も多いことが読み取れる。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、売上高が減少している事業者の割合が高い。また、売

上高の減少率も高くなっている。 

 業種別では、特にサービス業において売上高の減少率が高くなっている。 

 

 

 

②見通し 

売上高（見通し）をみると、「100％超」が 17.9％、「80％超」が 46.2％、「50％超」が 20.7％、「30％

超」が 10.3％、「10％超」が 4.8％となっている。 

上記を言い換えると、「売上高増加」が 17.9％、「２割弱減少」が 46.2％、「２～５割減少」が 20.7％、

「５割以上減少」が 15.1％となる。今後、売上高が２割弱減少する見通しである事業者が多いことが

読み取れる。 

業種別では、製造業は「売上高増加」が 30.3％と、他の業種よりも高くなっている。一方、建設・

運輸業は「売上高増加」が 9.1％と、他の業種よりも低くなっている。 

 

 

24.3%

25.0%

15.0%

18.2%

32.3%

31.8%

12.5%

43.1%

48.1%

20.0%

57.6%

38.7%

45.5%

37.5%

16.7%

15.7%

25.0%

15.2%

16.1%

13.6%

20.0%

10.4%

7.4%

25.0%

3.0%

6.5%

9.1%

22.5%

5.6%

3.7%

15.0%

6.1%

6.5%

7.5%

全体(n=144)

【事業形態別】

法人(n=108)

個人事業主(n=20)

【業種別】

製造業(n=33)

卸売・小売業(n=31)

建設・運輸業(n=22)

サービス業(n=40)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

17.9%

21.3%

14.3%

30.3%

19.4%

9.1%

12.2%

46.2%

50.0%

19.0%

39.4%

51.6%

54.5%

36.6%

20.7%

16.7%

33.3%

21.2%

16.1%

27.3%

24.4%

10.3%

10.2%

9.5%

6.1%

6.5%

9.1%

17.1%

4.8%

1.9%

23.8%

3.0%

6.5%

9.8%

全体(n=145)

【事業形態別】

法人(n=108)

個人事業主(n=21)

【業種別】

製造業(n=33)

卸売・小売業(n=31)

建設・運輸業(n=22)

サービス業(n=41)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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（３）項目別（販売数量） 

①前年同期比 

販売数量（前年同期比）をみると、「100％超」が 22.7％、「80％超」が 43.2％、「50％超」が 18.9％、

「30％超」が 9.8％、「10％超」が 5.3％となっている。 

上記を言い換えると、「販売数量増加」が 22.7％、「２割弱減少」が 43.2％、「２～５割減少」が 18.9％、

「５割以上減少」が 15.1％となる。販売数量が２割弱減少している事業者が最も多いことが読み取れ

る。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、販売数量が減少している事業者の割合が高い。また、

販売数量の減少率も高くなっている。 

 業種別では、特にサービス業において販売数量の減少率が高くなっている。 

 

 

 

②見通し 

販売数量（見通し）をみると、「100％超」が 18.2％、「80％超」が 46.2％、「50％超」が 22.7％、「30％

超」が 7.6％、「10％超」が 5.3％となっている。 

上記を言い換えると、「販売数量増加」が 18.2％、「２割弱減少」が 46.2％、「２～５割減少」が 22.7％、

「５割以上減少」が 12.9％となる。今後、販売数量が２割弱減少する見通しである事業者が多いこと

が読み取れる。 

業種別では、製造業は「販売数量増加」が 34.4％と、他の業種よりも高くなっている。 

 

 

22.7%

23.0%

12.5%

18.8%

30.0%

35.3%

10.8%

43.2%

48.0%

18.8%

59.4%

36.7%

35.3%

37.8%

18.9%

17.0%

31.3%

12.5%

23.3%

17.6%

21.6%

9.8%

8.0%

25.0%

6.3%

3.3%

11.8%

21.6%

5.3%

4.0%

12.5%

3.1%

6.7%

8.1%

全体(n=132)

【事業形態別】

法人(n=100)

個人事業主(n=16)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=30)

建設・運輸業(n=17)

サービス業(n=37)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

18.2%

23.0%

6.3%

34.4%

16.7%

11.8%

8.1%

46.2%

48.0%

25.0%

37.5%

53.3%

52.9%

37.8%

22.7%

19.0%

37.5%

21.9%

20.0%

29.4%

27.0%

7.6%

7.0%

6.3%

3.1%

3.3%

5.9%

16.2%

5.3%

3.0%

25.0%

3.1%

6.7%

10.8%

全体(n=132)

【事業形態別】

法人(n=100)

個人事業主(n=16)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=30)

建設・運輸業(n=17)

サービス業(n=37)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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（４）項目別（売上単価） 

①前年同期比 

売上単価（前年同期比）をみると、「100％超」が 32.0％、「80％超」が 40.6％、「50％超」が 21.1％、

「30％超」が 2.3％、「10％超」が 3.9％となっている。 

上記を言い換えると、「売上単価アップ」が 32.0％、「２割弱減少」が 40.6％、「２～５割減少」が

21.1％、「５割以上減少」が 6.2％となる。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、売上単価が減少している事業者の割合が高い。また、

売上単価の減少率も高くなっている。 

 業種別では、製造業は「売上単価アップ」が 45.5％となっている。約５割の事業者の受注単価が上

がっている状況が読み取れる。 

 

 

 

②見通し 

売上単価（見通し）をみると、「100％超」が 22.7％、「80％超」が 46.1％、「50％超」が 23.4％、「30％

超」が 4.7％、「10％超」が 3.1％となっている。 

上記を言い換えると、「売上単価アップ」が 22.7％、「２割弱減少」が 46.1％、「２～５割減少」が

23.4％、「５割以上減少」が 7.8％となる。 

事業形態別・業種別では、前年同期比と類似した傾向が読み取れる。 

 

 

  

32.0%

32.0%

20.0%

45.5%

32.1%

29.4%

17.6%

40.6%

43.3%

26.7%

33.3%

46.4%

41.2%

44.1%

21.1%

19.6%

33.3%

15.2%

14.3%

29.4%

29.4%

2.3%

2.1%

6.7%

3.0%

5.9%

3.9%

3.1%

13.3%

3.0%

7.1%

2.9%

全体(n=128)

【事業形態別】

法人(n=97)

個人事業主(n=15)

【業種別】

製造業(n=33)

卸売・小売業(n=28)

建設・運輸業(n=17)

サービス業(n=34)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

22.7%

26.5%

7.1%

36.4%

27.6%

17.6%

12.1%

46.1%

46.9%

28.6%

39.4%

41.4%

47.1%

45.5%

23.4%

19.4%

42.9%

18.2%

20.7%

35.3%

30.3%

4.7%

5.1%

7.1%

3.0%

3.4%

9.1%

3.1%

2.0%

14.3%

3.0%

6.9%

3.0%

全体(n=128)

【事業形態別】

法人(n=98)

個人事業主(n=14)

【業種別】

製造業(n=33)

卸売・小売業(n=29)

建設・運輸業(n=17)

サービス業(n=33)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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（５）項目別（原材料・商品仕入単価） 

①前年同期比 

原材料・商品仕入単価（前年同期比）※をみると、「10％超」が 38.4％、「30％超」が 17.0％、「50％

超」が 32.1％、「80％超」が 6.3％、「100％超」が 6.3％となっている。 

上記を言い換えると、「原材料・商品仕入単価が９割以上下がった」が 38.4％、「７～９割下がった」

が 17.0％、「５～７割下がった」が 32.1％、「２～５割下がった」が 6.3％、「上がった」が 6.3％とな

る。 

 ※設問の意図が正しく伝わっていない可能性が高いため参考資料とする 

 

 

 

②見通し 

原材料・商品仕入単価（見通し）※をみると、「10％超」が 33.9％、「30％超」が 22.3％、「50％超」

が 32.1％、「80％超」が 8.0％、「100％超」が 3.6％となっている。 

上記を言い換えると、「原材料・商品仕入単価が９割以上下がる見通し」が 33.9％、「７～９割下が

る」が 22.3％、「５～７割下がる」が 32.1％、「２～５割下がる」が 8.0％、「上がる」が 3.6％となる。 

 ※設問の意図が正しく伝わっていない可能性が高いため参考資料とする 

 

 

  

38.4%

39.5%

30.8%

50.0%

45.8%

40.0%

17.2%

17.0%

16.3%

15.4%

10.7%

16.7%

20.0%

24.1%

32.1%

30.2%

46.2%

28.6%

29.2%

40.0%

44.8%

6.3%

5.8%

7.7%

3.6%

4.2%

10.3%

6.3%

8.1%

7.1%

4.2%

3.4%

全体(n=112)

【事業形態別】

法人(n=86)

個人事業主(n=13)

【業種別】

製造業(n=28)

卸売・小売業(n=24)

建設・運輸業(n=15)

サービス業(n=29)

10％超 30％超 50％超 80％超 100％超

33.9%

37.9%

25.0%

46.4%

40.0%

26.7%

17.9%

22.3%

21.8%

16.7%

21.4%

20.0%

33.3%

17.9%

32.1%

28.7%

50.0%

25.0%

28.0%

40.0%

50.0%

8.0%

6.9%

8.3%

7.1%

8.0%

10.7%

3.6%

4.6%

4.0%

3.6%

全体(n=112)

【事業形態別】

法人(n=87)

個人事業主(n=12)

【業種別】

製造業(n=28)

卸売・小売業(n=25)

建設・運輸業(n=15)

サービス業(n=28)

10％超 30％超 50％超 80％超 100％超
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（６）項目別〔採算（経常利益）〕 

①前年同期比 

採算（経常利益）（前年同期比）をみると、「100％超」が 21.7％、「80％超」が 35.7％、「50％超」が

26.4％、「30％超」が 9.3％、「10％超」が 7.0％となっている。 

上記を言い換えると、「採算（経常利益）増加」が 21.7％、「２割弱減少」が 35.7％、「２～５割減少」

が 26.4％、「５割以上減少」が 16.3％となる。採算（経常利益）が２割弱減少している事業者が多い。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、採算（経常利益）が減少している事業者の割合が高い。

また、採算（経常利益）の減少率も高くなっている。 

 業種別では、特にサービス業において採算（経常利益）の減少率が高くなっている。 

 

 

 

②見通し 

採算（経常利益）（見通し）をみると、「100％超」が 16.0％、「80％超」が 42.0％、「50％超」が 25.2％、

「30％超」が 10.7％、「10％超」が 6.1％となっている。 

上記を言い換えると、「採算（経常利益）増加」が 16.0％、「２割弱減少」が 42.0％、「２～５割減少」

が 25.2％、「５割以上減少」が 16.8％となる。今後、採算（経常利益）が２割弱減少する見通しである

事業者が多いことが読み取れる。 

業種別では、製造業は「採算（経常利益）増加」が 31.3％と、他の業種よりも高くなっている。 

 

 

 

21.7%

22.0%

13.3%

21.9%

23.1%

25.0%

8.8%

35.7%

39.0%

13.3%

46.9%

38.5%

35.0%

26.5%

26.4%

27.0%

26.7%

21.9%

26.9%

30.0%

29.4%

9.3%

9.0%

20.0%

6.3%

3.8%

10.0%

20.6%

7.0%

3.0%

26.7%

3.1%

7.7%

14.7%

全体(n=129)

【事業形態別】

法人(n=100)

個人事業主(n=15)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=26)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=34)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

16.0%

19.6%

6.7%

31.3%

14.8%

5.0%

5.7%

42.0%

44.1%

20.0%

40.6%

48.1%

45.0%

31.4%

25.2%

24.5%

33.3%

18.8%

22.2%

40.0%

28.6%

10.7%

9.8%

13.3%

6.3%

7.4%

10.0%

20.0%

6.1%

2.0%

26.7%

3.1%

7.4%

14.3%

全体(n=131)

【事業形態別】

法人(n=102)

個人事業主(n=15)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=27)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=35)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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（７）項目別（資金繰り） 

①前年同期比 

資金繰り（前年同期比）をみると、「100％超」が 29.5％、「80％超」が 40.3％、「50％超」が 15.5％、

「30％超」が 8.5％、「10％超」が 6.2％となっている。 

上記を言い換えると、「資金繰りが好転」が 29.5％、「資金繰りが悪化」が 70.5％となる。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、資金繰りが悪化している事業者の割合が高い。 

 業種別では、特に建設業やサービス業で資金繰りが悪化している事業者の割合が高くなっている。 

 

 

 

②見通し 

資金繰り（見通し）をみると、「100％超」が 24.6％、「80％超」が 41.5％、「50％超」が 19.2％、「30％

超」が 9.2％、「10％超」が 5.4％となっている。 

上記を言い換えると、「資金繰りが好転」が 24.6％、「資金繰りが悪化」が 75.4％となる。 

 事業形態別では、個人事業主の方が法人より、資金繰りが悪化する見通しの事業者の割合が高い。 

 業種別では、特に建設業やサービス業で資金繰りが悪化する見通し事業者の割合が高くなっている。 

 

 

  

29.5%

30.7%

21.4%

35.5%

30.8%

20.0%

20.0%

40.3%

44.6%

14.3%

41.9%

42.3%

55.0%

31.4%

15.5%

13.9%

28.6%

12.9%

15.4%

20.0%

20.0%

8.5%

5.9%

28.6%

6.5%

5.0%

22.9%

6.2%

5.0%

7.1%

3.2%

11.5%

5.7%

全体(n=129)

【事業形態別】

法人(n=101)

個人事業主(n=14)

【業種別】

製造業(n=31)

卸売・小売業(n=26)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=35)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超

24.6%

27.5%

21.4%

38.7%

25.9%

10.0%

14.3%

41.5%

45.1%

14.3%

35.5%

44.4%

55.0%

34.3%

19.2%

16.7%

35.7%

16.1%

11.1%

30.0%

25.7%

9.2%

7.8%

14.3%

6.5%

7.4%

5.0%

17.1%

5.4%

2.9%

14.3%

3.2%

11.1%

8.6%

全体(n=130)

【事業形態別】

法人(n=102)

個人事業主(n=14)

【業種別】

製造業(n=31)

卸売・小売業(n=27)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=35)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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３ 経営課題について 

（１）現在の経営課題 

全体では、「新たな商圏・顧客・販路の開拓」が 44.0％で最も高く、「人材確保」が 42.0％、「業務の効

率化」が 34.7％と続いている。 

事業形態別では、個人事業主は「新型コロナウイルス感染症対策・対応」（40.9％）が最も高く、「製品・

サービスのＰＲ活動や自社の知名度向上」が 31.8％と続いており、法人と回答の傾向が異なる。 

 業種別では、製造業や建設・運輸業は「人材確保」、卸売・小売業は「新たな商圏・顧客・販路の開拓」、

サービス業は「新型コロナウイルス感染症対策・対応」が最も高くなっている。 

 経年比較では、「業務の効率化」が上位３位（平成 30年度調査では上位４位）に順位を上げており、新

型コロナウイルス感染症で売上拡大が十分でない中で、業務を効率化させ利益を確保したいという事業

者の思いが推測できる。 

 

 

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=150 n=111 n=22 n=33 n=33 n=22 n=44

新たな商圏・顧客・販路の開拓 44.0% 50.5% 27.3% 39.4% 48.5% 50.0% 34.1%

人材確保 42.0% 45.0% 27.3% 51.5% 33.3% 68.2% 34.1%

業務の効率化 34.7% 38.7% 9.1% 45.5% 33.3% 45.5% 22.7%

既存の商圏・顧客・販路との関係強化 29.3% 29.7% 13.6% 27.3% 39.4% 36.4% 18.2%

新型コロナウイルス感染症対策・対応 23.3% 20.7% 40.9% 15.2% 15.2% 18.2% 40.9%

商圏・顧客ニーズの把握 19.3% 16.2% 22.7% 15.2% 39.4% 0.0% 18.2%

新製品・サービスの開発 18.0% 18.0% 13.6% 33.3% 12.1% 18.2% 11.4%

製品・サービスのPR活動や自社の知名度向上 16.7% 16.2% 31.8% 15.2% 30.3% 9.1% 11.4%

ＩＴの利活用 14.0% 11.7% 22.7% 15.2% 12.1% 13.6% 18.2%

既存の製品・サービスの改善 11.3% 9.9% 13.6% 9.1% 12.1% 4.5% 15.9%

運転・設備資金の確保 10.7% 12.6% 9.1% 9.1% 3.0% 4.5% 18.2%

事業承継・廃業・Ｍ＆Ａ 9.3% 9.0% 4.5% 6.1% 3.0% 4.5% 20.5%

自社の強みの把握・活用 8.0% 7.2% 13.6% 0.0% 12.1% 9.1% 11.4%

その他 2.0% 2.7% 0.0% 6.1% 0.0% 4.5% 0.0%

全体 売上増 売上減 R2 H30
n=150 n=35 n=109 n=150 n=36

新たな商圏・顧客・販路の開拓 44.0% 40.0% 45.0% 44.0% 52.8%

人材確保 42.0% 51.4% 39.4% 42.0% 52.8%

業務の効率化 34.7% 45.7% 32.1% 34.7% 38.9%

既存の商圏・顧客・販路との関係強化 29.3% 40.0% 25.7% 29.3% 47.2%

新型コロナウイルス感染症対策・対応 23.3% 14.3% 25.7% 23.3% -

商圏・顧客ニーズの把握 19.3% 17.1% 19.3% 19.3% 13.9%

新製品・サービスの開発 18.0% 17.1% 19.3% 18.0% 11.1%

製品・サービスのPR活動や自社の知名度向上 16.7% 20.0% 14.7% 16.7% 22.2%

ＩＴの利活用 14.0% 14.3% 11.9% 14.0% 2.8%

既存の製品・サービスの改善 11.3% 17.1% 10.1% 11.3% 19.4%

運転・設備資金の確保 10.7% 2.9% 12.8% 10.7% 8.3%

事業承継・廃業・Ｍ＆Ａ 9.3% 2.9% 11.9% 9.3% 11.1%

自社の強みの把握・活用 8.0% 2.9% 10.1% 8.0% 11.1%

その他 2.0% 2.9% 1.8% 2.0% 0.0%



 

12 

 

（２）経営課題に対し今後新しい取組を検討しているか 

全体では、「既に考えている・何か考えたい」が 79.7％、「今は考えていない・様子をみたい」が 20.3％

となっている。  

事業形態別では「既に考えている・何か考えたい」は、法人（81.8％）が個人事業主（61.9％）に比べ

高くなっている。 

業種別では「既に考えている・何か考えたい」は、製造業が 90.6％と最も高く、建設・運輸業が 86.4％

と続いている。 

売上増減別では「既に考えている・何か考えたい」は、前年同期比で売上が増加している事業者が 97.1％

と非常に高くなっている。経営課題に対し都度適切な取組を行うことが、この非常に厳しい経営環境下

においても売上増加という結果に繋がっていると読み取れる。 

経年比較では「既に考えている・何か考えたい」は、平成 30年度調査（90.9％）に比べ今回調査であ

る令和 2年度調査（79.7％）は低くなっている。 

 

 

  

79.7%

81.8%

61.9%

90.6%

75.8%

86.4%

69.8%

97.1%

75.0%

79.7%

90.9%

20.3%

18.2%

38.1%

9.4%

24.2%

13.6%

30.2%

2.9%

25.0%

20.3%

9.1%

全体(n=148)

【事業形態別】

法人(n=110)

個人事業主(n=21)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=33)

建設・運輸業(n=22)

サービス業(n=43)

【売上増減別】

売上増加(n=34)

売上減少(n=108)

【経年比較】

令和２年度調査(n=148)

平成30年度調査(n=33)

既に考えている・何か考えたい 今は考えていない・様子を見たい
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（３）経営課題の解決に向け現在取り組んでいる／考えている対策 

   ※（２）で「既に考えている・何か考えたい」と回答した方が対象 

全体では、「人材の確保・育成」が 39.8％と最も高く、「販路開拓」が 28.8％と続いている。 

事業形態別では、個人事業主は「商品・サービスの開発・提供」が最も高く、「新規事業展開・事業転

換」が続いている。ビジネスモデルの転換や新商品開発等に意欲的な事業者が多いことが読み取れる。 

業種別では、製造業は「技術開発・生産性向上」、卸売・小売業と建設・運輸業は「人材の確保・育成」、

サービス業は「新規事業展開・事業転換」が最も高くなっている。 

 売上増減別では、売上増加は「人材の確保・育成」が 57.6％と最も高く、「IT による業務効率化」が

39.4％と続いている。IT活用に着目している事業者が多いことが読み取れる。 

 経年比較では、「技術開発・生産性向上」や「IT による業務効率化」が平成 30 年度調査と比較して高

い割合となっている。 

 

 
※「新規事業展開・事業転換」は H30 の「新規事業展開」と比較している 

 

＜「その他」の内容＞ 

  販売促進（小売業）/ メディアを使ったアピール（専門・技術サービス業）/ 法人化（その他のサー

ビス業）/ 業務提携（その他の業種） 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=118 n=90 n=13 n=29 n=25 n=19 n=30

人材の確保・育成 39.8% 42.2% 23.1% 31.0% 44.0% 73.7% 23.3%

販路開拓 28.8% 35.6% 0.0% 34.5% 36.0% 26.3% 13.3%

商品・サービスの開発・提供 23.7% 21.1% 61.5% 37.9% 24.0% 10.5% 30.0%

技術開発・生産性向上 23.7% 21.1% 23.1% 41.4% 8.0% 21.1% 20.0%

ＩＴによる業務効率化 23.7% 27.8% 7.7% 20.7% 12.0% 47.4% 20.0%

設備投資 18.6% 16.7% 15.4% 20.7% 8.0% 26.3% 13.3%

新規事業展開・事業転換 16.9% 15.6% 30.8% 3.4% 16.0% 10.5% 30.0%

後継者の育成 16.9% 17.8% 23.1% 20.7% 12.0% 26.3% 13.3%

インターネット販売 7.6% 7.8% 15.4% 6.9% 24.0% 0.0% 3.3%

その他 3.4% 1.1% 15.4% 0.0% 4.0% 0.0% 6.7%

全体 売上増 売上減 R2 H30
n=118 n=33 n=81 n=118 n=32

人材の確保・育成 39.8% 57.6% 32.1% 39.8% 25.0%

販路開拓 28.8% 30.3% 28.4% 28.8% 18.8%

商品・サービスの開発・提供 23.7% 18.2% 23.5% 23.7% 21.9%

技術開発・生産性向上 23.7% 30.3% 18.5% 23.7% 6.3%

ＩＴによる業務効率化 23.7% 39.4% 17.3% 23.7% 6.3%

設備投資 18.6% 27.3% 14.8% 18.6% 9.4%

新規事業展開・事業転換 16.9% 9.1% 19.8% 16.9% 3.1%

後継者の育成 16.9% 21.2% 14.8% 16.9% 6.3%

インターネット販売 7.6% 3.0% 9.9% 7.6% 3.1%

その他 3.4% 3.0% 3.7% 3.4% 0.0%
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（４）経営課題の解決への対策を考えていない／様子を見たい理由 

   ※（２）で「今は考えていない・様子をみたい」と回答した方が対象 

全体では、「需要・新型コロナウイルス感染症の拡大に不安」が 50.0％と最も高く、「後継者がいない」

が 28.6％、「資金不足」が 21.4％と続いている。新型コロナウイルス感染症の拡大により、将来が見通せ

ず経営課題の解決を先送りにしている事業者が多いことが読み取れる。 

 

 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=28 n=18 n=8 n=3 n=7 n=3 n=12

需要・新型コロナウイルス感染症の拡大に不安 50.0% 50.0% 50.0% 33.3% 42.9% 66.7% 58.3%

後継者がいない 28.6% 22.2% 37.5% 33.3% 14.3% 0.0% 41.7%

資金不足 21.4% 27.8% 12.5% 0.0% 28.6% 33.3% 16.7%

どのように考えたらよいか、分からない 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0%

どこへ相談したらよいか、分からない 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0%

その他 7.1% 11.1% 0.0% 33.3% 14.3% 0.0% 0.0%

全体 売上増 売上減
n=28 n=0 n=26

需要・新型コロナウイルス感染症の拡大に不安 50.0% - 50.0%

後継者がいない 28.6% - 30.8%

資金不足 21.4% - 23.1%

どのように考えたらよいか、分からない 7.1% - 7.7%

どこへ相談したらよいか、分からない 3.6% - 3.8%

その他 7.1% - 3.8%



 

15 

 

４ 経営上の相談機関について 

 全体では、「税理士・公認会計士」が 58.0％と最も高く、「金融機関」が 23.1％、「商工会議所」と「社

員・従業員」がそれぞれ 16.1％と続いている。 

 事業形態別では、法人は「税理士・公認会計士」、個人事業主は「商工会議所」が最も高くなっている。

また、個人事業主は「相談していない」が 36.4％と高くなっている。個人事業主にとって、商工会議所

が経営の相談相手として重要な存在であることが読み取れる。 

 

 

 

＜「その他」の内容＞ 

  株主、株主会社（製造業）/ 親会社（製造業）/ 本部対応なので分からない（小売業）/ 顧客（小売

業）/ 労務士（建設業）/ 労務士（専門・技術サービス業）/ グループ企業の経営陣（専門・技術サ

ービス業）/ 外部顧問（専門・技術サービス業）/ グループ他社（その他のサービス業）/ 同業者等

（その他のサービス業） 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=143 n=105 n=22 n=32 n=29 n=21 n=43

税理士・公認会計士 58.0% 63.8% 27.3% 56.3% 58.6% 66.7% 51.2%

金融機関 23.1% 27.6% 4.5% 28.1% 20.7% 33.3% 18.6%

商工会議所 16.1% 10.5% 40.9% 15.6% 10.3% 9.5% 25.6%

社員・従業員 16.1% 18.1% 13.6% 9.4% 10.3% 19.0% 23.3%

中小企業診断士・コンサルタント 14.0% 13.3% 9.1% 25.0% 6.9% 9.5% 11.6%

先代社長や会社ＯＢ 8.4% 8.6% 4.5% 15.6% 3.4% 4.8% 11.6%

公的支援機関 5.6% 5.7% 4.5% 15.6% 0.0% 0.0% 4.7%

相談していない 14.7% 10.5% 36.4% 9.4% 24.1% 14.3% 16.3%

その他 8.4% 7.6% 9.1% 6.3% 6.9% 4.8% 16.3%

全体 売上増 売上減
n=143 n=32 n=105

税理士・公認会計士 58.0% 56.3% 58.1%

金融機関 23.1% 31.3% 21.9%

商工会議所 16.1% 12.5% 16.2%

社員・従業員 16.1% 18.8% 15.2%

中小企業診断士・コンサルタント 14.0% 21.9% 12.4%

先代社長や会社ＯＢ 8.4% 6.3% 9.5%

公的支援機関 5.6% 9.4% 4.8%

相談していない 14.7% 12.5% 15.2%

その他 8.4% 6.3% 7.6%
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５ 事業計画について 

（１）事業計画（経営計画）の作成の有無 

全体では、「毎年作成している」が 42.5％、「作成したことがある」が 28.1％であり、これらを合わせ

た『作成している』は 70.6％となっている。一方、「一度も作成したことがない」は 29.5％である。 

事業形態別では『作成している』は、法人（76.8％）と個人事業主（45.5％）の間に大きな差がみられ

る。 

業種別では『作成している』は、製造業が 93.5％と最も高く、卸売・小売業が 71.9％と続いている。 

売上増減別では『作成している』は、売上増加（72.8％）が売上減少（69.2％）より高くなっている。 

事業計画の作成が売上増加に寄与していることが読み取れる。 

経年比較では、令和 2 年度調査は「毎年作成している」が 42.5％となっており、平成 30 年度調査の

57.1％と比較して大きく低下している。将来の経営環境が読みづらく、事業計画策定が難しくなっている

状況が推測できる。 

 

 

  

42.5%

48.1%

9.1%

64.5%

46.9%

28.6%

27.3%

45.5%

42.1%

42.5%

57.1%

28.1%

28.7%

36.4%

29.0%

25.0%

33.3%

29.5%

27.3%

27.1%

28.1%

22.9%

29.5%

23.1%

54.5%

6.5%

28.1%

38.1%

43.2%

27.3%

30.8%

29.5%

20.0%

全体(n=146)

【事業形態別】

法人(n=108)

個人事業主(n=22)

【業種別】

製造業(n=31)

卸売・小売業(n=32)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=44)

【売上増減別】

売上増加(n=33)

売上減少(n=107)

【経年比較】

令和２年度調査(n=146)

平成30年度調査(n=35)

毎年作成している 作成したことがある 一度も作成したことはない
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（２）事業計画（経営計画）の見直し・検証状況 

   ※（１）で「毎年作成している」「作成したことがある」と回答した方が対象 

全体では、「毎年行っている」が 62.7％、「数年ごとに行っている」が 21.6％であり、これらを合わせ

た『見直し・検証している』は 84.3％となっている。一方、「行っていない」は 15.7％である。 

事業形態別では『見直し・検証している』は、法人（85.4％）が個人事業主（70.0％）より高くなって

いる。 

業種別では『見直し・検証している』は、卸売・小売業が 95.4％と最も高く、製造業が 89.7％と続い

ている。 

 売上増減別では『見直し・検証している』は、売上増加（87.5％）が売上減少（83.5％）より高くなっ

ている。 

経年比較では『見直し・検証している』は、令和 2 年度調査（84.3％）が平成 30 年度調査（96.4％）

と比較して低下している。 

 

 

 

※回答項目を以下のとおり置き換えている 

 毎年検証・見直しを行っている     → 毎年行っている 

 数年ごとに検証・見直しを行っている  → 数年ごとに行っている 

 作成したが検証・見直しを行っていない → 行っていない 

※「その他」との回答はみられない 

  

62.7%

62.2%

50.0%

69.0%

72.7%

46.2%

52.0%

62.5%

63.0%

62.7%

64.3%

21.6%

23.2%

20.0%

20.7%

22.7%

23.1%

20.0%

25.0%

20.5%

21.6%

32.1%

15.7%

14.6%

30.0%

10.3%

4.5%

30.8%

28.0%

12.5%

16.4%

15.7%

3.6%

全体(n=102)

【事業形態別】

法人(n=82)

個人事業主(n=10)

【業種別】

製造業(n=29)

卸売・小売業(n=22)

建設・運輸業(n=13)

サービス業(n=25)

【売上増減別】

売上増加(n=24)

売上減少(n=73)

【経年比較】

令和２年度調査(n=96)

平成30年度調査(n=28)

毎年行っている 数年ごとに行っている 行っていない
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（３）事業計画を作成したことがない理由 

   ※（１）で「一度も作成したことはない」と回答した方が対象 

全体では、「経営内容を熟知しているから不要なため」が 35.0％と最も高く、「現状維持が出来ればよ

い」や「どのように作成したらよいか分からない」がそれぞれ 20.0％と続いている。 

業種別では、卸売・小売業は「現状維持が出来ればよい」（44.4％）、建設・運輸業は「どのように作成

したらよいのかわからない」（37.5％）、サービス業は「経営内容を熟知しているから不要なため」（47.1％）

がそれぞれ最も高くなっている。 

 経年比較では、令和 2 年度調査では平成 30 年度調査と比べて、「経営内容を熟知しているから不要な

ため」や「現状維持ができればよい」の回答割合が増加している。 

 

 

  

35.0%

34.8%

36.4%

22.2%

25.0%

47.1%

37.5%

35.5%

35.0%

14.3%

15.0%

21.7%

22.2%

12.5%

5.9%

16.1%

15.0%

28.6%

20.0%

13.0%

27.3%

44.4%

23.5%

12.5%

22.6%

20.0%

7.5%

4.3%

9.1%

25.0%

5.9%

25.0%

3.2%

7.5%

14.3%

20.0%

21.7%

27.3%

100.0%

37.5%

17.6%

12.5%

22.6%

20.0%

28.6%

2.5%
4.3%

11.1%

12.5%

2.5%

14.3%

全体(n=40)

【事業形態別】

法人(n=23)

個人事業主(n=11)

【業種別】

製造業(n=1)

卸売・小売業(n=9)

建設・運輸業(n=8)

サービス業(n=17)

【売上増減別】

売上増加(n=8)

売上減少(n=31)

【経年比較】

令和２年度調査(n=35)

平成30年度調査(n=7)

経営内容を熟知しているから不要なため 時間的な余裕がない

現状維持が出来ればよい 効果に懐疑的なため

どのように作成したら良いか分からない その他
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６ 販路開拓・販売促進について 

（１）実施している販売促進・ＰＲの中で、売上拡大に効果があったもの（上位３つ） 

 全体では、「自社のホームページ」が 50.4％と最も高く、「チラシの配布」が 25.6％、「ＳＮＳ（twitter、

Facebookなど）」が 21.5％と続いている。 

 事業形態別では、法人は「自社のホームページ」、個人事業主は「ＳＮＳ（twitter、Facebook など）」

が最も高く、インターネットを活用した販売促進が有効であることが読み取れる。 

 業種別では、製造業、卸売・小売業、建設・運輸業は「自社のホームページ」、サービス業は「ＳＮＳ

（twitter、Facebookなど）」が最も高くなっている。 

 

 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=121 n=88 n=19 n=24 n=29 n=14 n=38

自社のホームページ 50.4% 58.0% 10.5% 58.3% 58.6% 78.6% 31.6%

チラシの配布 25.6% 27.3% 21.1% 4.2% 48.3% 14.3% 15.8%

ＳＮＳ（twitter、Facebookなど） 21.5% 18.2% 47.4% 16.7% 10.3% 21.4% 36.8%

ダイレクトメールの送付 18.2% 21.6% 0.0% 12.5% 24.1% 14.3% 18.4%

タウン誌・雑誌等への広告 15.7% 13.6% 21.1% 20.8% 6.9% 21.4% 21.1%

看板・のぼり旗 15.7% 11.4% 31.6% 8.3% 13.8% 7.1% 21.1%

物産展・展示会へ出展 10.7% 14.8% 0.0% 37.5% 10.3% 7.1% 0.0%

インターネットの広告 9.1% 9.1% 5.3% 8.3% 10.3% 7.1% 2.6%

呼び込み 8.3% 9.1% 5.3% 4.2% 20.7% 0.0% 7.9%

包装紙・紙袋 4.1% 3.4% 5.3% 0.0% 13.8% 0.0% 2.6%

その他 19.0% 18.2% 31.6% 25.0% 10.3% 28.6% 23.7%

全体 売上増 売上減
n=121 n=28 n=87

自社のホームページ 50.4% 57.1% 50.6%

チラシの配布 25.6% 39.3% 19.5%

ＳＮＳ（twitter、Facebookなど） 21.5% 14.3% 21.8%

ダイレクトメールの送付 18.2% 17.9% 17.2%

タウン誌・雑誌等への広告 15.7% 14.3% 16.1%

看板・のぼり旗 15.7% 10.7% 18.4%

物産展・展示会へ出展 10.7% 10.7% 11.5%

インターネットの広告 9.1% 14.3% 8.0%

呼び込み 8.3% 3.6% 10.3%

包装紙・紙袋 4.1% 7.1% 2.3%

その他 19.0% 10.7% 21.8%
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＜「その他」の内容＞ 

業種 回答 

製造業 営業部門強化 

製造業 営業による顧客訪問 

製造業 紹介（金融機関・商談サポート団体） 

製造業 試食販売 

製造業 実訪によるセールス、紹介等 

卸売業 メルマガ 

小売業 TVCM 

小売業 顧客への呼びかけ 

建設業 営業活動、他、紹介 

建設業 口コミ 

建設業 口コミ 

飲食サービス業 TV 

飲食サービス業 口コミ 

飲食サービス業 プレミアム食事券 

専門・技術サービス業 人脈 

専門・技術サービス業 口コミ 

その他のサービス業 口コミ、紹介のみ。今後検討中です 

その他のサービス業 人脈を広げる 

その他のサービス業 新聞紙面広告 

その他の業種 入札参加書類の提出、客先へ出向いての営業活動 
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（２）販路開拓・販売促進にあたっての問題点 

 全体では、「人材の育成新たな技術・商品の開発」が 42.7％と最も高く、「新規顧客へのアプローチ方

法」が 40.6％、「情報収集」が 25.9％、「商品・製品のＰＲ方法」が 19.6％と続いている。 

 事業形態別では、個人事業主は「新規顧客へのアプローチ方法」や「商品の魅力向上」がそれぞれ 33.3％

と最も高くなっている。商品の魅力をあげ、新たな顧客に販売したいという考えが読み取れる。 

 

 

 

＜「その他」の内容＞ 

  化粧品に関してはテリトリー制（他県販売禁止）のため販売方法が限定される（小売業） 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=143 n=105 n=21 n=30 n=33 n=21 n=43

人材の育成・新たな技術・商品の開発 42.7% 44.8% 23.8% 63.3% 42.4% 33.3% 37.2%

新規顧客へのアプローチ方法 40.6% 43.8% 33.3% 16.7% 66.7% 38.1% 37.2%

情報収集 25.9% 27.6% 19.0% 16.7% 33.3% 38.1% 20.9%

商品・製品のＰＲ方法 19.6% 21.0% 14.3% 23.3% 30.3% 4.8% 11.6%

商品の魅力向上 16.1% 13.3% 33.3% 13.3% 18.2% 0.0% 23.3%

販売先市場の選定 14.7% 17.1% 14.3% 23.3% 18.2% 9.5% 11.6%

専門知識の不足 13.3% 15.2% 4.8% 16.7% 21.2% 9.5% 11.6%

生産体制 11.9% 9.5% 14.3% 36.7% 0.0% 0.0% 9.3%

資金調達 11.2% 11.4% 9.5% 6.7% 9.1% 4.8% 16.3%

問題はない 10.5% 8.6% 23.8% 13.3% 6.1% 9.5% 14.0%

その他 0.7% 1.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0%

全体 売上増 売上減 R2 H30
n=143 n=34 n=103 n=143 n=29

人材の育成・新たな技術・商品の開発 42.7% 47.1% 41.7% 42.7% 55.2%

新規顧客へのアプローチ方法 40.6% 35.3% 41.7% 40.6% 41.4%

情報収集 25.9% 20.6% 28.2% 25.9% 20.7%

商品・製品のＰＲ方法 19.6% 23.5% 16.5% 19.6% 24.1%

商品の魅力向上 16.1% 11.8% 15.5% 16.1% 24.1%

販売先市場の選定 14.7% 17.6% 12.6% 14.7% 3.4%

専門知識の不足 13.3% 20.6% 10.7% 13.3% 3.4%

生産体制 11.9% 14.7% 11.7% 11.9% 17.2%

資金調達 11.2% 2.9% 13.6% 11.2% 13.8%

問題はない 10.5% 17.6% 8.7% 10.5% 0.0%

その他 0.7% 0.0% 1.0% 0.7% 3.4%
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７ 新型コロナウイルス感染症の拡大について 

（１）新型コロナウイルス感染症の経営への影響 

 全体では、「売上・受注の減少」が 67.4％と最も高く、「営業活動等（出張・会議）に支障が発生して

いる」が 45.7％、「顧客数の減少」が 38.0％、「資金繰りの悪化」が 24.0％と続いている。 

 事業形態別では、個人事業主は「顧客数の減少」が 72.2％と最も高くなっている。 

 業種別では、製造業、卸売・小売業、サービス業は「売上・受注の減少」、建設・運輸業は「営業活動

等（出張・会議）に支障が発生している」が最も高くなっている。なお、サービス業をみると、「資金繰

りの悪化」が 38.9％みられる。サービス業では、売上高が減少し、利益が確保できなくなった結果、資

金繰りの悪化にまで影響していると推測できる。 

 
 

※回答項目を以下のとおり置き換えている 

 海外を含めた発注企業の生産縮小・中止による原材料・製品・部品の供給停滞 

  → 発注企業の生産縮小・中止による原材料・製品・部品の供給停滞 

 

＜「その他」の内容＞ 

  社内コミュニケーションの減少（製造業）/ 物産展などイベントの中止（製造業）/ 原材料の高騰

（製造業）/ 予防対策のための経費増加（小売業）/ コロナ対策にかかる経費増加（専門・技術サー

ビス業）/ 成人式キャンセル（専門・技術サービス業）/ 社会全体のコロナに対する自粛（その他の

サービス業） 

全体 法人 個人

n=129 n=97 n=18

売上・受注の減少 67.4% 70.1% 61.1%

営業活動等（出張・会議）に支障が発生している 45.7% 53.6% 5.6%

顧客数の減少 38.0% 29.9% 72.2%

資金繰りの悪化 24.0% 21.6% 33.3%

発注企業の生産縮小・中止に伴う受注キャンセル 10.1% 12.4% 0.0%

宿泊・飲食・施設等のキャンセル 9.3% 6.2% 27.8%

発注企業の生産縮小・中止による原材料・製品・部品の供給停滞 8.5% 10.3% 5.6%

仕入先変更に伴う調達コストの上昇 6.2% 7.2% 0.0%

取引先からの支払遅延、回収条件の変更 3.9% 3.1% 5.6%

その他 5.4% 4.1% 16.7%

全体 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー
ビス

n=129 n=31 n=28 n=21 n=36

売上・受注の減少 67.4% 74.2% 78.6% 42.9% 75.0%

営業活動等（出張・会議）に支障が発生している 45.7% 54.8% 46.4% 52.4% 25.0%

顧客数の減少 38.0% 22.6% 42.9% 23.8% 61.1%

資金繰りの悪化 24.0% 22.6% 17.9% 14.3% 38.9%

発注企業の生産縮小・中止に伴う受注キャンセル 10.1% 6.5% 17.9% 19.0% 5.6%

宿泊・飲食・施設等のキャンセル 9.3% 0.0% 0.0% 4.8% 27.8%

発注企業の生産縮小・中止による原材料・製品・部品の供給停滞 8.5% 6.5% 14.3% 14.3% 2.8%

仕入先変更に伴う調達コストの上昇 6.2% 6.5% 10.7% 4.8% 2.8%

取引先からの支払遅延、回収条件の変更 3.9% 3.2% 3.6% 4.8% 5.6%

その他 5.4% 9.7% 3.6% 0.0% 8.3%
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（２）必要としている支援策 

全体では、「感染者発生時の対応・対応策の支援」が 41.1％と最も高く、「税の猶予・減免」が 30.6％、

「雇用調整助成金の制度拡充・延長」が 25.8％と続いている。金銭的な支援よりも、まずは感染者が発

生したときの対応についての支援が求められていることが読み取れる。 

 事業形態別では、個人事業主は「固定費（家賃等）への支援」や「休業補償」がそれぞれ 35.0％と最

も高く、「商品券・食事券等の消費活動活性化策」や「借入金返済の猶予、利子・保証料の減免」がそれ

ぞれ 30.0％と続いている。 

 業種別では、製造業、卸売・小売業、建設・運輸業は「感染者発生時の対応・対応策の支援」が最も高

い一方、サービス業では「借入金返済の猶予、利子・保証料の減免」が最も高くなっている。サービス業

に対するリスケ支援などの支援ニーズが高まっていると推測できる。 

 

※回答項目を以下のとおり置き換えている 

 事業所内での感染者発生時の対応・対策等の支援 → 感染者発生時の対応・対策等の支援 

 

＜「その他」の内容＞ 

  給付金の支給（小売業）/ 給付金等の再給付や延長（小売業）/ 雇用助成金の申請が難しくてできな

い（飲食サービス業）/ 国の政策・マスコミ対応（その他のサービス業） 

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=124 n=90 n=20 n=23 n=26 n=21 n=39

感染者発生時の対応・対策等の支援 41.1% 44.4% 20.0% 52.2% 38.5% 52.4% 30.8%

税の猶予・減免 30.6% 31.1% 25.0% 34.8% 30.8% 23.8% 28.2%

雇用調整助成金の制度拡充・延長 25.8% 26.7% 10.0% 34.8% 19.2% 28.6% 25.6%

運転資金等の融資制度の拡充 22.6% 23.3% 20.0% 30.4% 11.5% 23.8% 25.6%

借入金返済の猶予、利子・保証料の減免 21.8% 18.9% 30.0% 26.1% 7.7% 9.5% 38.5%

販路開拓支援 20.2% 23.3% 20.0% 21.7% 34.6% 19.0% 10.3%

固定費（家賃等）への支援 18.5% 12.2% 35.0% 13.0% 15.4% 4.8% 30.8%

休業補償 16.9% 11.1% 35.0% 21.7% 3.8% 4.8% 30.8%

感染防止用品の調達支援 16.9% 15.6% 25.0% 26.1% 19.2% 9.5% 15.4%

商品券・食事券等の消費活動活性化策 14.5% 10.0% 30.0% 4.3% 26.9% 4.8% 20.5%

テレワーク導入支援 4.8% 6.7% 0.0% 8.7% 3.8% 4.8% 2.6%

その他 3.2% 3.3% 5.0% 0.0% 7.7% 0.0% 5.1%

全体 売上増 売上減
n=124 n=27 n=92

感染者発生時の対応・対策等の支援 41.1% 63.0% 33.7%

税の猶予・減免 30.6% 18.5% 34.8%

雇用調整助成金の制度拡充・延長 25.8% 14.8% 29.3%

運転資金等の融資制度の拡充 22.6% 7.4% 28.3%

借入金返済の猶予、利子・保証料の減免 21.8% 7.4% 26.1%

販路開拓支援 20.2% 18.5% 20.7%

固定費（家賃等）への支援 18.5% 11.1% 19.6%

休業補償 16.9% 3.7% 20.7%

感染防止用品の調達支援 16.9% 18.5% 17.4%

商品券・食事券等の消費活動活性化策 14.5% 11.1% 14.1%

テレワーク導入支援 4.8% 3.7% 5.4%

その他 3.2% 0.0% 4.3%
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（３）新型コロナウイルス感染症対策として実行・検討している取組 

①事業上の対策 

 全体では、「営業日・営業時間の短縮」が 44.1％と最も高くなっている。 

 業種別では、卸売・小売業で「コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大」（36.0％）、サービス

業で「外出自粛に合わせたテイクアウト事業」（25.0％）といった回答が多くみられる点が特徴的であ

る。 

 

 

 

＜「その他」の内容＞ 

業種 回答 

製造業 見学者受入停止（県外） 

製造業 従業員の体調管理・備品購入 

製造業 オンライン陶芸教室 

卸売業 新規事業 

小売業 検温、消毒、パーティションの設置等の対策をし、販売をする 

小売業 非接触業務拡大 

建設業 講習、セミナー等の自粛 

建設業 現場への通勤は車一台に一人 

専門・技術サービス業 東京事務所の社員の宿泊費 

専門・技術サービス業 消毒の徹底 

その他のサービス業 Zoom等の活用 

その他のサービス業 飛沫対策 

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=93 n=71 n=16 n=19 n=25 n=12 n=28

営業日・営業時間の短縮 44.1% 39.4% 56.3% 26.3% 44.0% 25.0% 60.7%

コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大 18.3% 21.1% 12.5% 5.3% 36.0% 8.3% 14.3%

事業所・店舗の休業・閉鎖 14.0% 11.3% 18.8% 21.1% 4.0% 0.0% 25.0%

生産の縮小・停止 14.0% 16.9% 6.3% 36.8% 4.0% 0.0% 10.7%

外出自粛に合わせたテイクアウト事業 10.8% 7.0% 31.3% 5.3% 4.0% 8.3% 25.0%

代替調達及び国内での調達確保 7.5% 9.9% 0.0% 5.3% 12.0% 16.7% 0.0%

国内（または日本人）向けの事業強化 5.4% 5.6% 0.0% 5.3% 8.0% 16.7% 0.0%

物流ルートの変更 4.3% 5.6% 0.0% 0.0% 16.0% 0.0% 0.0%

その他 18.3% 16.9% 25.0% 21.1% 12.0% 25.0% 17.9%

全体 売上増 売上減
n=93 n=20 n=70

営業日・営業時間の短縮 44.1% 30.0% 48.6%

コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大 18.3% 20.0% 15.7%

事業所・店舗の休業・閉鎖 14.0% 0.0% 18.6%

生産の縮小・停止 14.0% 15.0% 14.3%

外出自粛に合わせたテイクアウト事業 10.8% 0.0% 11.4%

代替調達及び国内での調達確保 7.5% 10.0% 7.1%

国内（または日本人）向けの事業強化 5.4% 5.0% 4.3%

物流ルートの変更 4.3% 5.0% 4.3%

その他 18.3% 25.0% 17.1%
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②経営上の対策 

 全体では、「経費の削減」が 67.3％と最も高く、「融資による運転資金の確保」が 28.2％と続いてい

る。 

  

③勤務上の対策 

 全体では、「出入口への消毒液・体温計の設置」が 81.4％と最も高く、「従業員への注意喚起」が 77.9％、

「従業員へマスク等防止用具の配布」が 61.4％、「会議・懇親会等の自粛・禁止」が 60.0％と続く。 

   

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=110 n=83 n=17 n=25 n=21 n=21 n=32

経費の削減 67.3% 65.1% 70.6% 60.0% 85.7% 38.1% 75.0%

融資による運転資金の確保 28.2% 27.7% 29.4% 24.0% 23.8% 33.3% 31.3%

設備投資の延期・中止 22.7% 24.1% 17.6% 36.0% 28.6% 14.3% 15.6%

パート・臨時社員の勤務日・勤務時間の削減 15.5% 15.7% 23.5% 4.0% 14.3% 9.5% 28.1%

社員の配置転換 8.2% 9.6% 0.0% 8.0% 0.0% 14.3% 12.5%

採用の見直し 7.3% 8.4% 0.0% 12.0% 0.0% 14.3% 3.1%

パート・臨時社員の削減・休業 6.4% 7.2% 5.9% 8.0% 4.8% 0.0% 12.5%

その他 1.8% 1.2% 5.9% 0.0% 0.0% 4.8% 3.1%

全体 売上増 売上減
n=110 n=20 n=85

経費の削減 67.3% 60.0% 69.4%

融資による運転資金の確保 28.2% 20.0% 30.6%

設備投資の延期・中止 22.7% 15.0% 25.9%

パート・臨時社員の勤務日・勤務時間の削減 15.5% 5.0% 18.8%

社員の配置転換 8.2% 10.0% 7.1%

採用の見直し 7.3% 10.0% 7.1%

パート・臨時社員の削減・休業 6.4% 0.0% 7.1%

その他 1.8% 0.0% 2.4%

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=140 n=103 n=20 n=31 n=32 n=21 n=41

出入口への消毒液・体温計の設置 81.4% 81.6% 80.0% 87.1% 81.3% 66.7% 80.5%

従業員への注意喚起 77.9% 83.5% 50.0% 87.1% 71.9% 81.0% 70.7%

従業員へマスク等の防止用品の配布 61.4% 66.0% 40.0% 54.8% 71.9% 61.9% 58.5%

会議・懇親会等の自粛・禁止 60.0% 66.0% 15.0% 67.7% 62.5% 76.2% 41.5%

出張の自粛・禁止 42.1% 48.5% 20.0% 58.1% 53.1% 28.6% 26.8%

営業の自粛 20.0% 20.4% 20.0% 19.4% 9.4% 19.0% 29.3%

リモートワーク・フレックス勤務の導入 12.9% 16.5% 0.0% 29.0% 3.1% 9.5% 9.8%

その他 3.6% 2.9% 10.0% 0.0% 0.0% 4.8% 7.3%

全体 売上増 売上減
n=140 n=34 n=101

出入口への消毒液・体温計の設置 81.4% 88.2% 80.2%

従業員への注意喚起 77.9% 79.4% 79.2%

従業員へマスク等の防止用品の配布 61.4% 61.8% 62.4%

会議・懇親会等の自粛・禁止 60.0% 73.5% 57.4%

出張の自粛・禁止 42.1% 52.9% 39.6%

営業の自粛 20.0% 5.9% 24.8%

リモートワーク・フレックス勤務の導入 12.9% 11.8% 12.9%

その他 3.6% 5.9% 2.0%

＜「その他」の内容＞ 

BCP 策定、感染予防策（建設業） 

＜「その他」の内容＞ 

 時差出勤（その他のサービス業）/ 

出張時、感染予防（その他のサービ

ス業）/ 即日勤務の実施（その他の

業種） 



 

26 

 

（４）実際に申請・使用した制度・施策 

 全体では、「持続化給付金」が 58.3％と最も高く、「融資（利子・保証料給付金等）」が 43.8％、「県・

市の休業協力金」が 33.3％、「雇用調整助成金」が 31.3％と続いている。 

 事業形態別では「雇用調整助成金」は、法人が 36.2％であるのに対し、個人事業主が 0.0％となってい

る。申請が簡易になったとはいえ、個人事業主には申請のハードルが高い可能性が読み取れる。 

 

 

 

＜「その他」の内容＞ 

飲食店応援券（飲食サービス業） 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=96 n=69 n=17 n=20 n=21 n=16 n=30

持続化給付金 58.3% 56.5% 64.7% 60.0% 47.6% 62.5% 66.7%

融資（利子・保証料給付等） 43.8% 47.8% 35.3% 50.0% 28.6% 43.8% 50.0%

県・市の休業協力金 33.3% 24.6% 70.6% 15.0% 23.8% 18.8% 63.3%

雇用調整助成金 31.3% 36.2% 0.0% 50.0% 4.8% 37.5% 33.3%

GOTOキャンペーン 19.8% 15.9% 41.2% 5.0% 9.5% 25.0% 33.3%

家賃給付金 16.7% 14.5% 17.6% 15.0% 4.8% 18.8% 26.7%

持続化補助金（一般型・コロナ型） 13.5% 14.5% 17.6% 10.0% 19.0% 12.5% 13.3%

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 8.3% 10.1% 0.0% 10.0% 14.3% 6.3% 0.0%

その他 1.0% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3%

全体 売上増 売上減
n=96 n=22 n=71

持続化給付金 58.3% 45.5% 63.4%

融資（利子・保証料給付等） 43.8% 40.9% 43.7%

県・市の休業協力金 33.3% 18.2% 36.6%

雇用調整助成金 31.3% 22.7% 33.8%

GOTOキャンペーン 19.8% 18.2% 21.1%

家賃給付金 16.7% 13.6% 18.3%

持続化補助金（一般型・コロナ型） 13.5% 18.2% 12.7%

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 8.3% 13.6% 7.0%

その他 1.0% 0.0% 1.4%



 

27 

 

８ 働き方改革について 

（１）過去１年間と比較した１ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間 

全体では、「少し増加した」が 6.5％、「大きく変わっていない」が 58.0％、「少し減少した」が 24.6％、

「大きく減少した」が 10.9％と続いている。「少し減少した」と「大きく減少した」を合わせた『減少し

た』は 35.5％となっており、全体としては時間外労働時間が減少していることが読み取れる。 

業種別では『減少した』は、製造業（40.6％）、サービス業（37.8％）、卸売・小売業（34.4％）、建設・

運輸業（33.3％）の順で高くなっている。 

 

 

※「大きく増加した」との回答はみられない 

  

6.5%

5.6%

6.3%

6.3%

19.0%

2.7%

14.7%

4.0%

58.0%

57.0%

57.1%

53.1%

59.4%

47.6%

59.5%

67.6%

52.5%

24.6%

27.1%

28.6%

25.0%

31.3%

23.8%

18.9%

14.7%

29.3%

10.9%

10.3%

14.3%

15.6%

3.1%

9.5%

18.9%

2.9%

14.1%

全体(n=138)

【事業形態別】

法人(n=107)

個人事業主(n=14)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=32)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=37)

【売上増減別】

売上増加(n=34)

売上減少(n=99)

少し増加した 大きく変わっていない 少し減少した 大きく減少した
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（２）１ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間が増加した理由 

   ※（１）で「大きく増加した」「少し増加した」「大きく変わっていない」と回答した方が対象 

 全体では、「業務の繁閑が激しい、又は突発的な業務が生じやすい」が 30.6％と最も高く、「仕事の性

質や顧客の都合上、所定外でないとできない仕事がある」が 24.5％、「一人当たりの業務量が多い」が

20.4％と続いている。 

 

 

 

＜「その他」の内容＞ 

災害復旧対応（建設業） 

  

30.6%

28.9%

33.3%

15.4%

22.2%

40.0%

41.7%

38.9%

27.6%

24.5%

23.7%

33.3%

38.5%

22.2%

30.0%

8.3%

16.7%

31.0%

20.4%

21.1%

16.7%

30.8%

33.3%

20.0%

8.3%

22.2%

17.2%

4.1%

5.3%

10.0%

8.3%

6.9%

4.1%

5.3%

11.1%

8.3%

5.6%

3.4%

8.2%

7.9%

11.1%

16.7%

11.1%

3.4%

4.1%

5.3%

15.4%

6.9%

4.1%
2.6%

16.7%

8.3%

5.6%

3.4%

全体(n=49)

【事業形態別】

法人(n=38)

個人事業主(n=6)

【業種別】

製造業(n=13)

卸売・小売業(n=9)

建設・運輸業(n=10)

サービス業(n=12)

【売上増減別】

売上増加(n=18)

売上減少(n=29)

業務の繁閑が激しい、又は突発的な業務が生じやすい

仕事の性質や顧客の都合上、所定外でないとできない仕事がある

一人当たりの業務量が多い

能力・技術不足で時間がかかってしまう

仕事の進め方にムダがある

組織間や従業員間の業務分配にムラがある

納期やノルマが厳しい

その他
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（３）１ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間が減少した理由 

   ※（１）で「大きく減少した」「少し減少した」と回答した方が対象 

 全体では、「実態の（実際の時間外労働時間）把握」が 34.8％と最も高く、「仕事の内容・分担の見直

し」が 28.3％と続いている。 

 

 

※「所定外労働の事前届出制の導入」、「経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による意識啓発」、「新

たな設備・IT機器の導入」との回答はみられない 

 

＜「その他」の内容＞ 

仕事がない（製造業）/ 会社カレンダーの見直し（製造業）/ 生産トラブルの減少（製造業）/ 仕事

（予約のキャンセル）（飲食サービス業）/ 定休日の増加（専門・技術サービス業）/ コロナによる

催事の減少（その他のサービス業） 

  

34.8%

31.6%

50.0%

10.0%

54.5%

57.1%

35.7%

16.7%

37.5%

28.3%

28.9%

33.3%

30.0%

27.3%

14.3%

28.6%

16.7%

30.0%

2.2%
2.6%

2.5%

13.0%

15.8%

30.0%

18.2%

7.1%

33.3%

10.0%

8.7%

10.5%

28.6%

7.1%

16.7%

7.5%

13.0%

10.5%

16.7%

30.0%

21.4%

16.7%

12.5%

全体(n=46)

【事業形態別】

法人(n=38)

個人事業主(n=6)

【業種別】

製造業(n=10)

卸売・小売業(n=11)

建設・運輸業(n=7)

サービス業(n=14)

【売上増減別】

売上増加(n=6)

売上減少(n=40)

実態の（実際の時間外労働時間）把握 仕事の内容・分担の見直し

休日労働に対する代休の付与 長時間労働者やその上司等に対する注意喚起

適正な人員確保 その他
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（４）過去１年間における正社員の年次有給休暇の平均取得率 

 全体では、「60％超～80％以下」と「40％超～60％以下」がそれぞれ 21.9％と最も高く、「20％超～40％

以下」が 17.2％と続いている。 

 事業形態別では、個人事業主より法人の取得率が高い傾向にある。 

 業種別では、製造業で取得率が高くなっている。 

 

 

  

14.1%

13.5%

12.5%

24.1%

17.2%

9.4%

18.8%

12.0%

12.5%

13.5%

12.5%

17.2%

13.8%

9.5%

12.5%

16.3%

21.9%

22.1%

12.5%

20.7%

13.8%

28.6%

18.8%

31.3%

19.6%

21.9%

23.1%

17.2%

13.8%

38.1%

28.1%

6.3%

27.2%

17.2%

18.3%

17.2%

20.7%

14.3%

15.6%

28.1%

14.1%

7.8%

7.7%

25.0%

3.4%

13.8%

9.4%

9.4%

6.5%

4.7%

1.9%

37.5%

6.9%

9.5%

6.3%

6.3%

4.3%

全体(n=128)

【事業形態別】

法人(n=104)

個人事業主(n=8)

【業種別】

製造業(n=29)

卸売・小売業(n=29)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=32)

【売上増減別】

売上増加(n=32)

売上減少(n=92)

100％ 80％超～100％未満 60％超～80％以下 40％超～60％以下

20％超～40％以下 ０％超～20％以下 ０％
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（５）年次有給休暇の取得が進まない理由 

 全体では、「代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる」が 41.5％と最も高く、「人員が不足してい

る」が 36.8％、「年次有給休暇を積極的に取ろうとする意識が薄い」が 25.5％と続いている。 

 業種別では、いずれの業種においても「代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる」や「人員が不足

している」が高くなっている。 

 

 
 

 

＜「その他」の内容＞ 

災害対応工事等緊急性の高い業務への対応があるため（建設業）/ そもそも有給を認めない（建設

業）/ 雇用助成金などで休業日が増えて（その他の業種） 

  

全体 法人 個人

n=106 n=86 n=7

代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる 41.5% 41.9% 57.1%

人員が不足している 36.8% 32.6% 14.3%

年次有給休暇を積極的に取ろうとする意識が薄い 25.5% 30.2% 14.3%

病気や休養のために残しておいて、結局取り切れなかった 17.9% 20.9% 0.0%

組織間や従業員間の業務分配にムラがある 17.0% 16.3% 14.3%

休んでもすることがない、仕事が好き 14.2% 12.8% 42.9%

職場に取得しにくい雰囲気がある 2.8% 3.5% 0.0%

その他 4.7% 5.8% 0.0%

全体 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サービ
ス

n=106 n=23 n=25 n=19 n=25

代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる 41.5% 43.5% 60.0% 31.6% 48.0%

人員が不足している 36.8% 34.8% 44.0% 31.6% 36.0%

年次有給休暇を積極的に取ろうとする意識が薄い 25.5% 26.1% 24.0% 15.8% 20.0%

病気や休養のために残しておいて、結局取り切れなかった 17.9% 26.1% 16.0% 26.3% 8.0%

組織間や従業員間の業務分配にムラがある 17.0% 17.4% 20.0% 26.3% 16.0%

休んでもすることがない、仕事が好き 14.2% 8.7% 12.0% 15.8% 24.0%

職場に取得しにくい雰囲気がある 2.8% 0.0% 8.0% 5.3% 0.0%

その他 4.7% 4.3% 0.0% 10.5% 0.0%

全体 売上増 売上減
n=106 n=30 n=72

代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる 41.5% 36.7% 41.7%

人員が不足している 36.8% 33.3% 37.5%

年次有給休暇を積極的に取ろうとする意識が薄い 25.5% 20.0% 27.8%

病気や休養のために残しておいて、結局取り切れなかった 17.9% 23.3% 16.7%

組織間や従業員間の業務分配にムラがある 17.0% 23.3% 13.9%

休んでもすることがない、仕事が好き 14.2% 23.3% 9.7%

職場に取得しにくい雰囲気がある 2.8% 3.3% 2.8%

その他 4.7% 3.3% 5.6%
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（６）年次有給休暇の取得促進に向けた取組 

 全体では、「有給休暇の取得について、経営陣がメッセージを発信」が 46.4％と最も高く、「連休に組

合わせた有給休暇の取得」が 36.4％、「管理職による部下の有給休暇取得の働きかけ」が 33.6％と続いて

いる。 

 

 
 

＜「その他」の内容＞ 

リフレッシュ休暇制度（連続 9日間まで）（製造業）/ 一斉有給休暇日の設定（製造業）/ 全員の取

得状況を見える化（製造業）/ 計画有休の実施（小売業）/ 特別休暇を導入（建設業）/ 有給計画付

与日を設ける（建設業）/ シフト制で調整（飲食サービス業）/ 有給指定日を設定している（専門・

技術サービス業）/ 業務効率化による日数、時間の確保（その他のサービス業） 

  

全体 法人 個人

n=110 n=92 n=4

有給休暇の取得について、経営陣がメッセージを発信 46.4% 47.8% 0.0%

連休に組合わせた有給休暇の取得 36.4% 38.0% 25.0%

管理職による部下の有給休暇取得の働きかけ 33.6% 32.6% 0.0%

社員の休暇・休業時の業務フォローアップ 17.3% 17.4% 25.0%

管理職による有給休暇取得（月１回等）の徹底 10.9% 9.8% 25.0%

毎月１日の取得など、有給休暇取得の徹底 6.4% 6.5% 0.0%

有給取得者を評価する制度の導入 0.0% 0.0% 0.0%

その他 9.1% 8.7% 25.0%

全体 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー
ビス

n=110 n=27 n=23 n=21 n=23

有給休暇の取得について、経営陣がメッセージを発信 46.4% 40.7% 60.9% 47.6% 39.1%

連休に組合わせた有給休暇の取得 36.4% 33.3% 39.1% 47.6% 30.4%

管理職による部下の有給休暇取得の働きかけ 33.6% 40.7% 47.8% 19.0% 21.7%

社員の休暇・休業時の業務フォローアップ 17.3% 18.5% 13.0% 19.0% 21.7%

管理職による有給休暇取得（月１回等）の徹底 10.9% 7.4% 21.7% 9.5% 8.7%

毎月１日の取得など、有給休暇取得の徹底 6.4% 7.4% 4.3% 4.8% 0.0%

有給取得者を評価する制度の導入 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 9.1% 11.1% 8.7% 9.5% 13.0%

全体 売上増 売上減
n=110 n=30 n=77

有給休暇の取得について、経営陣がメッセージを発信 46.4% 53.3% 45.5%

連休に組合わせた有給休暇の取得 36.4% 30.0% 40.3%

管理職による部下の有給休暇取得の働きかけ 33.6% 43.3% 29.9%

社員の休暇・休業時の業務フォローアップ 17.3% 16.7% 16.9%

管理職による有給休暇取得（月１回等）の徹底 10.9% 16.7% 7.8%

毎月１日の取得など、有給休暇取得の徹底 6.4% 10.0% 5.2%

有給取得者を評価する制度の導入 0.0% 0.0% 0.0%

その他 9.1% 16.7% 6.5%



 

33 

 

（７）同一労働同一賃金（改正パートタイム労働法）法の認知度 

 全体では、「知っている」が 84.4％、「知らない」が 15.6％となっている。 

 事業形態別では、法人の認知度が高くなっている。 

 業種別では、製造業、建設・運輸業で認知度が９割を超えている。 

 

 

 

（８）同一労働同一賃金への対応状況 

 全体では、「既に対応完了」が 29.4％と最も高く、「対応中・これから対応する」が 12.7％、「対応を検

討中」が 19.8％、「対応する必要がない」が 21.4％、「対応が必要か不明」が 16.7％となっている。 

 業種別では「既に対応完了」は、建設・運輸業（35.0％）、卸売・小売業（33.3％）、サービス業（27.3％）、

製造業（20.0％）の順に高くなっている。 

 

 

  

84.4%

86.8%

58.3%

96.8%

67.7%

90.5%

80.0%

93.9%

81.4%

15.6%

13.2%

41.7%

3.2%

32.3%

9.5%

20.0%

6.1%

18.6%

全体(n=135)

【事業形態別】

法人(n=106)

個人事業主(n=12)

【業種別】

製造業(n=31)

卸売・小売業(n=31)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=35)

【売上増減別】

売上増加(n=33)

売上減少(n=97)

知っている 知らない

29.4%

31.0%

9.1%

20.0%

33.3%

35.0%

27.3%

34.4%

27.8%

12.7%

15.0%

23.3%

11.1%

15.0%

6.1%

21.9%

10.0%

19.8%

23.0%

9.1%

26.7%

7.4%

30.0%

18.2%

9.4%

24.4%

21.4%

17.0%

36.4%

20.0%

11.1%

15.0%

27.3%

28.1%

18.9%

16.7%

14.0%

45.5%

10.0%

37.0%

5.0%

21.2%

6.3%

18.9%

全体(n=126)

【事業形態別】

法人(n=100)

個人事業主(n=11)

【業種別】

製造業(n=30)

卸売・小売業(n=27)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=33)

【売上増減別】

売上増加(n=32)

売上減少(n=90)

既に対応完了 対応中・これから対応する 対応を検討中

対応する必要がない 対応が必要か不明
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９ ご意見等 

 ご意見等の内容は下表のとおりである。 

 

業種 回答 

製造業 いつも大変お世話になりありがとうございます。 

その他のサービス業 コロナ収束もしくは収束後でないと事業維持困難 

 

 

10 総括 

 本アンケートは、新型コロナウイルス感染症の影響下にて実施された。 

 そこで、新型コロナウイルス感染症による影響を中心に総括をまとめ、今の市内事業者の状況や、そ

れに伴い必要とされている支援を明確化させる。 

 

（１）約 76％の事業者が前年同期比で売上減少 

 はじめに、前年同期比の売上高の状況をみる。 

 全体をみると前年同期比で売上高が増加した事業者は 24.3％、減少した事業者は 75.7％となってい

る。減少幅では「２割弱」が 43.1％と高い割合を占めている。 

 業種別では、サービス業において 87.5％が売上高減少となっており、特に新型コロナウイルス感染症

の影響を受けていることがわかる。 

 

 

  

24.3%

25.0%

15.0%

18.2%

32.3%

31.8%

12.5%

43.1%

48.1%

20.0%

57.6%

38.7%

45.5%

37.5%

16.7%

15.7%

25.0%

15.2%

16.1%

13.6%

20.0%

10.4%

7.4%

25.0%

3.0%

6.5%

9.1%

22.5%

5.6%

3.7%

15.0%

6.1%

6.5%

7.5%

全体(n=144)

【事業形態別】

法人(n=108)

個人事業主(n=20)

【業種別】

製造業(n=33)

卸売・小売業(n=31)

建設・運輸業(n=22)

サービス業(n=40)

100％超 80％超 50％超 30％超 10％超
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（２）「新たな商圏・顧客・販路の開拓」や「業務効率化」を経営課題とする事業者が多い 

 現在の経営課題をみる。 

全体では、「新たな商圏・顧客・販路の開拓」が 44.0％と最も高くなっている。新型コロナウイルス

感染症拡大の中で、既存の取引先・顧客との取引だけでは十分な売上が確保できず、新たな取引先・顧

客を獲得したいと考えていることが読み取れる。 

また、経年比較では、「業務の効率化」が上位３位（平成 30年度調査では上位４位）に順位を上げてお

り、新型コロナウイルス感染症で売上拡大が十分でない中で、業務を効率化させ利益を確保したいとい

う事業者の思いが推測できる。 

 

 

（３）「新たな商圏・顧客・販路の開拓」への販売促進ではインターネットの活用が有効 

実施している販売促進・ＰＲの中で、売上拡大に効果があったものをみる。 

事業形態別では、法人は「自社のホームページ」、個人事業主は「ＳＮＳ（twitter、Facebookな

ど）」が最も高く、インターネットを活用した販売促進が有効であることが読み取れる。 

 

  
 

全体 法人 個人 製造
卸・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=150 n=111 n=22 n=33 n=33 n=22 n=44

新たな商圏・顧客・販路の開拓 44.0% 50.5% 27.3% 39.4% 48.5% 50.0% 34.1%

人材確保 42.0% 45.0% 27.3% 51.5% 33.3% 68.2% 34.1%

業務の効率化 34.7% 38.7% 9.1% 45.5% 33.3% 45.5% 22.7%

既存の商圏・顧客・販路との関係強化 29.3% 29.7% 13.6% 27.3% 39.4% 36.4% 18.2%

新型コロナウイルス感染症対策・対応 23.3% 20.7% 40.9% 15.2% 15.2% 18.2% 40.9%

商圏・顧客ニーズの把握 19.3% 16.2% 22.7% 15.2% 39.4% 0.0% 18.2%

新製品・サービスの開発 18.0% 18.0% 13.6% 33.3% 12.1% 18.2% 11.4%

製品・サービスのPR活動や自社の知名度向上 16.7% 16.2% 31.8% 15.2% 30.3% 9.1% 11.4%

ＩＴの利活用 14.0% 11.7% 22.7% 15.2% 12.1% 13.6% 18.2%

既存の製品・サービスの改善 11.3% 9.9% 13.6% 9.1% 12.1% 4.5% 15.9%

運転・設備資金の確保 10.7% 12.6% 9.1% 9.1% 3.0% 4.5% 18.2%

事業承継・廃業・Ｍ＆Ａ 9.3% 9.0% 4.5% 6.1% 3.0% 4.5% 20.5%

自社の強みの把握・活用 8.0% 7.2% 13.6% 0.0% 12.1% 9.1% 11.4%

その他 2.0% 2.7% 0.0% 6.1% 0.0% 4.5% 0.0%

全体 売上増 売上減 R2 H30
n=150 n=35 n=109 n=150 n=36

新たな商圏・顧客・販路の開拓 44.0% 40.0% 45.0% 44.0% 52.8%

人材確保 42.0% 51.4% 39.4% 42.0% 52.8%

業務の効率化 34.7% 45.7% 32.1% 34.7% 38.9%

既存の商圏・顧客・販路との関係強化 29.3% 40.0% 25.7% 29.3% 47.2%

新型コロナウイルス感染症対策・対応 23.3% 14.3% 25.7% 23.3% -

商圏・顧客ニーズの把握 19.3% 17.1% 19.3% 19.3% 13.9%

新製品・サービスの開発 18.0% 17.1% 19.3% 18.0% 11.1%

製品・サービスのPR活動や自社の知名度向上 16.7% 20.0% 14.7% 16.7% 22.2%

ＩＴの利活用 14.0% 14.3% 11.9% 14.0% 2.8%

既存の製品・サービスの改善 11.3% 17.1% 10.1% 11.3% 19.4%

運転・設備資金の確保 10.7% 2.9% 12.8% 10.7% 8.3%

事業承継・廃業・Ｍ＆Ａ 9.3% 2.9% 11.9% 9.3% 11.1%

自社の強みの把握・活用 8.0% 2.9% 10.1% 8.0% 11.1%

その他 2.0% 2.9% 1.8% 2.0% 0.0%

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=121 n=88 n=19 n=24 n=29 n=14 n=38

自社のホームページ 50.4% 58.0% 10.5% 58.3% 58.6% 78.6% 31.6%

チラシの配布 25.6% 27.3% 21.1% 4.2% 48.3% 14.3% 15.8%

ＳＮＳ（twitter、Facebookなど） 21.5% 18.2% 47.4% 16.7% 10.3% 21.4% 36.8%

ダイレクトメールの送付 18.2% 21.6% 0.0% 12.5% 24.1% 14.3% 18.4%

タウン誌・雑誌等への広告 15.7% 13.6% 21.1% 20.8% 6.9% 21.4% 21.1%

看板・のぼり旗 15.7% 11.4% 31.6% 8.3% 13.8% 7.1% 21.1%

物産展・展示会へ出展 10.7% 14.8% 0.0% 37.5% 10.3% 7.1% 0.0%

インターネットの広告 9.1% 9.1% 5.3% 8.3% 10.3% 7.1% 2.6%

呼び込み 8.3% 9.1% 5.3% 4.2% 20.7% 0.0% 7.9%

包装紙・紙袋 4.1% 3.4% 5.3% 0.0% 13.8% 0.0% 2.6%

その他 19.0% 18.2% 31.6% 25.0% 10.3% 28.6% 23.7%
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（４）個人事業主でビジネスモデルの転換や新商品開発等に意欲的な事業者が多い 

 経営課題の解決に向け現在取り組んでいる／考えている対策をみる。 

事業形態別では、個人事業主は「商品・サービスの開発・提供」が最も高く、「新規事業展開・事業転

換」が続いている。ビジネスモデルの転換や新商品開発等に意欲的な事業者が多いことが読み取れる。 

 また、経年比較をみると、「技術開発・生産性向上」や「ITによる業務効率化」が平成 30年度調査と

比較して高い割合となっている。前ページ「（２）経営課題」の中で、「業務効率化」を課題とする事業

者が多かったが、ITによる業務効率化等に対しても意識が高まっていることが読み取れる。 

 

  
 

参考として、経営課題の解決への対策を考えていない／様子を見たい理由をみる。 

 全体では、「新型コロナウイルス感染症の拡大に不安」が 50.0％と最も高く、新型コロナウイルス感染

症の拡大により、将来が見通せず経営課題の解決を先送りにしている事業者が多いことが読み取れる。 

 

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=118 n=90 n=13 n=29 n=25 n=19 n=30

人材の確保・育成 39.8% 42.2% 23.1% 31.0% 44.0% 73.7% 23.3%

販路開拓 28.8% 35.6% 0.0% 34.5% 36.0% 26.3% 13.3%

商品・サービスの開発・提供 23.7% 21.1% 61.5% 37.9% 24.0% 10.5% 30.0%

技術開発・生産性向上 23.7% 21.1% 23.1% 41.4% 8.0% 21.1% 20.0%

ＩＴによる業務効率化 23.7% 27.8% 7.7% 20.7% 12.0% 47.4% 20.0%

設備投資 18.6% 16.7% 15.4% 20.7% 8.0% 26.3% 13.3%

新規事業展開・事業転換 16.9% 15.6% 30.8% 3.4% 16.0% 10.5% 30.0%

後継者の育成 16.9% 17.8% 23.1% 20.7% 12.0% 26.3% 13.3%

インターネット販売 7.6% 7.8% 15.4% 6.9% 24.0% 0.0% 3.3%

その他 3.4% 1.1% 15.4% 0.0% 4.0% 0.0% 6.7%

全体 売上増 売上減 R2 H30
n=118 n=33 n=81 n=118 n=32

人材の確保・育成 39.8% 57.6% 32.1% 39.8% 25.0%

販路開拓 28.8% 30.3% 28.4% 28.8% 18.8%

商品・サービスの開発・提供 23.7% 18.2% 23.5% 23.7% 21.9%

技術開発・生産性向上 23.7% 30.3% 18.5% 23.7% 6.3%

ＩＴによる業務効率化 23.7% 39.4% 17.3% 23.7% 6.3%

設備投資 18.6% 27.3% 14.8% 18.6% 9.4%

新規事業展開・事業転換 16.9% 9.1% 19.8% 16.9% 3.1%

後継者の育成 16.9% 21.2% 14.8% 16.9% 6.3%

インターネット販売 7.6% 3.0% 9.9% 7.6% 3.1%

その他 3.4% 3.0% 3.7% 3.4% 0.0%

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=28 n=18 n=8 n=3 n=7 n=3 n=12

新型コロナウイルス感染症の拡大に不安 50.0% 50.0% 50.0% 33.3% 42.9% 66.7% 58.3%

後継者がいない 28.6% 22.2% 37.5% 33.3% 14.3% 0.0% 41.7%

資金不足 21.4% 27.8% 12.5% 0.0% 28.6% 33.3% 16.7%

どのように考えたらよいか、分からない 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 0.0% 0.0%

どこへ相談したらよいか、分からない 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0%

その他 7.1% 11.1% 0.0% 33.3% 14.3% 0.0% 0.0%
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（５）新型コロナウイルス感染症の拡大により新たな事業機会を見出そうとする事業者もみられる 

 新型コロナウイルス感染症対策として実行・検討している事業上の対策をみる。 

 業種別では、卸売・小売業で「コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大」（36.0％）、サービス

業で「外出自粛に合わせたテイクアウト事業」（25.0％）みられる点が特徴的である。新型コロナウイ

ルス感染症の拡大をビジネスチャンスと捉え、新たな事業展開を志向する事業者も多くみられる。 

 

  

 

（６）新型コロナウイルスの感染者発生時の対応・対策等の支援が求められている 

新型コロナウイルス感染症拡大に対し、必要としている支援策をみる。 

全体では、「感染者発生時の対応・対応策の支援」が 41.1％と最も高くなっている。金銭的な支援より

も、まずは感染者が発生したときの対応についての支援が求められていることが読み取れる。 

 

  

  

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=93 n=71 n=16 n=19 n=25 n=12 n=28

営業日・営業時間の短縮 44.1% 39.4% 56.3% 26.3% 44.0% 25.0% 60.7%

コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大 18.3% 21.1% 12.5% 5.3% 36.0% 8.3% 14.3%

事業所・店舗の休業・閉鎖 14.0% 11.3% 18.8% 21.1% 4.0% 0.0% 25.0%

生産の縮小・停止 14.0% 16.9% 6.3% 36.8% 4.0% 0.0% 10.7%

外出自粛に合わせたテイクアウト事業 10.8% 7.0% 31.3% 5.3% 4.0% 8.3% 25.0%

代替調達及び国内での調達確保 7.5% 9.9% 0.0% 5.3% 12.0% 16.7% 0.0%

国内（または日本人）向けの事業強化 5.4% 5.6% 0.0% 5.3% 8.0% 16.7% 0.0%

物流ルートの変更 4.3% 5.6% 0.0% 0.0% 16.0% 0.0% 0.0%

その他 18.3% 16.9% 25.0% 21.1% 12.0% 25.0% 17.9%

全体 法人 個人 製造
卸売・
小売

建設・
運輸

サー ビス

n=124 n=90 n=20 n=23 n=26 n=21 n=39

感染者発生時の対応・対策等の支援 41.1% 44.4% 20.0% 52.2% 38.5% 52.4% 30.8%

税の猶予・減免 30.6% 31.1% 25.0% 34.8% 30.8% 23.8% 28.2%

雇用調整助成金の制度拡充・延長 25.8% 26.7% 10.0% 34.8% 19.2% 28.6% 25.6%

運転資金等の融資制度の拡充 22.6% 23.3% 20.0% 30.4% 11.5% 23.8% 25.6%

借入金返済の猶予、利子・保証料の減免 21.8% 18.9% 30.0% 26.1% 7.7% 9.5% 38.5%

販路開拓支援 20.2% 23.3% 20.0% 21.7% 34.6% 19.0% 10.3%

固定費（家賃等）への支援 18.5% 12.2% 35.0% 13.0% 15.4% 4.8% 30.8%

休業補償 16.9% 11.1% 35.0% 21.7% 3.8% 4.8% 30.8%

感染防止用品の調達支援 16.9% 15.6% 25.0% 26.1% 19.2% 9.5% 15.4%

商品券・食事券等の消費活動活性化策 14.5% 10.0% 30.0% 4.3% 26.9% 4.8% 20.5%

テレワーク導入支援 4.8% 6.7% 0.0% 8.7% 3.8% 4.8% 2.6%

その他 3.2% 3.3% 5.0% 0.0% 7.7% 0.0% 5.1%
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（７）働き方改革について 

①正社員の時間外労働時間は減少している 

過去 1年間と比較した 1ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間をみる。 

全体では、「少し増加した」が 6.5％、「大きく変わっていない」が 58.0％、「少し減少した」が 24.6％、

「大きく減少した」が 10.9％と続いている。「少し減少した」と「大きく減少した」を合わせた『減少し

た』は 35.5％となっており、全体としては時間外労働時間が減少していることが読み取れる。 

 

 

 

②年次有給休暇の平均取得率は 40％～80％がボリュームゾーン 

過去 1年間における正社員の年次有給休暇の平均取得率をみる。 

全体では、「60％超～80％以下」と「40％超～60％以下」がそれぞれ 21.9％と最も高く、「20％超～40％

以下」が 17.2％と続いている。 

 

 

6.5%

5.6%

6.3%

6.3%

19.0%

2.7%

14.7%

4.0%

58.0%

57.0%

57.1%

53.1%

59.4%

47.6%

59.5%

67.6%

52.5%

24.6%

27.1%

28.6%

25.0%

31.3%

23.8%

18.9%

14.7%

29.3%

10.9%

10.3%

14.3%

15.6%

3.1%

9.5%

18.9%

2.9%

14.1%

全体(n=138)

【事業形態別】

法人(n=107)

個人事業主(n=14)

【業種別】

製造業(n=32)

卸売・小売業(n=32)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=37)

【売上増減別】

売上増加(n=34)

売上減少(n=99)

少し増加した 大きく変わっていない 少し減少した 大きく減少した

14.1%

13.5%

12.5%

24.1%

17.2%

9.4%

18.8%

12.0%

12.5%

13.5%

12.5%

17.2%

13.8%

9.5%

12.5%

16.3%

21.9%

22.1%

12.5%

20.7%

13.8%

28.6%

18.8%

31.3%

19.6%

21.9%

23.1%

17.2%

13.8%

38.1%

28.1%

6.3%

27.2%

17.2%

18.3%

17.2%

20.7%

14.3%

15.6%

28.1%

14.1%

7.8%

7.7%

25.0%

3.4%

13.8%

9.4%

9.4%

6.5%

4.7%

1.9%

37.5%

6.9%

9.5%

6.3%

6.3%

4.3%

全体(n=128)

【事業形態別】

法人(n=104)

個人事業主(n=8)

【業種別】

製造業(n=29)

卸売・小売業(n=29)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=32)

【売上増減別】

売上増加(n=32)

売上減少(n=92)

100％ 80％超～100％未満 60％超～80％以下 40％超～60％以下

20％超～40％以下 ０％超～20％以下 ０％
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③同一労働同一賃金（改正パートタイム労働法）法の認知度は約８割 

 同一労働同一賃金（改正パートタイム労働法）法の認知度をみる。 

 全体では、「知っている」が 84.4％、「知らない」が 15.6％となっている。 

 

 

 

④同一労働同一賃金への対応が完了している事業者は約３割 

同一労働同一賃金への対応状況をみる。 

 全体では、「既に対応完了」が 29.4％と最も高く、「対応中・これから対応する」が 12.7％、「対応を検

討中」が 19.8％、「対応する必要がない」が 21.4％、「対応が必要か不明」が 16.7％となっている。 

 

 

 

 

84.4%

86.8%

58.3%

96.8%

67.7%

90.5%

80.0%

93.9%

81.4%

15.6%

13.2%

41.7%

3.2%

32.3%

9.5%

20.0%

6.1%

18.6%

全体(n=135)

【事業形態別】

法人(n=106)

個人事業主(n=12)

【業種別】

製造業(n=31)

卸売・小売業(n=31)

建設・運輸業(n=21)

サービス業(n=35)

【売上増減別】

売上増加(n=33)

売上減少(n=97)

知っている 知らない

29.4%

31.0%

9.1%

20.0%

33.3%

35.0%

27.3%

34.4%

27.8%

12.7%

15.0%

23.3%

11.1%

15.0%

6.1%

21.9%

10.0%

19.8%

23.0%

9.1%

26.7%

7.4%

30.0%

18.2%

9.4%

24.4%

21.4%

17.0%

36.4%

20.0%

11.1%

15.0%

27.3%

28.1%

18.9%

16.7%

14.0%

45.5%

10.0%

37.0%

5.0%

21.2%

6.3%

18.9%

全体(n=126)

【事業形態別】

法人(n=100)

個人事業主(n=11)

【業種別】

製造業(n=30)

卸売・小売業(n=27)

建設・運輸業(n=20)

サービス業(n=33)

【売上増減別】

売上増加(n=32)

売上減少(n=90)

既に対応完了 対応中・これから対応する 対応を検討中

対応する必要がない 対応が必要か不明
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Ⅳ 資料 

１ 集計表 

■経営理念の有無/浸透状況 

 

 

■昨年の今頃と比べた現在の経営環境等の状況（前年同期比） 

①売上高 

 

 

②販売数量 

 

 

③売上単価 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
浸透している 59 46.8% 16 64.0% 10 34.5% 9 45.0% 17 45.9%
一部浸透している 44 34.9% 8 32.0% 10 34.5% 7 35.0% 15 40.5%
浸透していない 8 6.3% 0 0.0% 4 13.8% 2 10.0% 1 2.7%
経営理念はない 15 11.9% 1 4.0% 5 17.2% 2 10.0% 4 10.8%
合計 126 100.0% 25 100.0% 29 100.0% 20 100.0% 37 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 35 24.3% 6 18.2% 10 32.3% 7 31.8% 5 12.5%
80％超 62 43.1% 19 57.6% 12 38.7% 10 45.5% 15 37.5%
50％超 24 16.7% 5 15.2% 5 16.1% 3 13.6% 8 20.0%
30％超 15 10.4% 1 3.0% 2 6.5% 2 9.1% 9 22.5%
10％超 8 5.6% 2 6.1% 2 6.5% 0 0.0% 3 7.5%

合計 144 100.0% 33 100.0% 31 100.0% 22 100.0% 40 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 30 22.7% 6 18.8% 9 30.0% 6 35.3% 4 10.8%
80％超 57 43.2% 19 59.4% 11 36.7% 6 35.3% 14 37.8%
50％超 25 18.9% 4 12.5% 7 23.3% 3 17.6% 8 21.6%
30％超 13 9.8% 2 6.3% 1 3.3% 2 11.8% 8 21.6%
10％超 7 5.3% 1 3.1% 2 6.7% 0 0.0% 3 8.1%

合計 132 100.0% 32 100.0% 30 100.0% 17 100.0% 37 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 41 32.0% 15 45.5% 9 32.1% 5 29.4% 6 17.6%
80％超 52 40.6% 11 33.3% 13 46.4% 7 41.2% 15 44.1%
50％超 27 21.1% 5 15.2% 4 14.3% 5 29.4% 10 29.4%
30％超 3 2.3% 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 5.9%
10％超 5 3.9% 1 3.0% 2 7.1% 0 0.0% 1 2.9%

合計 128 100.0% 33 100.0% 28 100.0% 17 100.0% 34 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

Ⅳ 資料 
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④原材料・商品仕入単価 

 

 

⑤採算（経常利益） 

 

 

⑥資金繰り 

 

 

■現在と比べた今後の経営環境等の見通し（見通し） 

①売上高 

 
 

②販売数量 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
10％超 43 38.4% 14 50.0% 11 45.8% 6 40.0% 5 17.2%
30％超 19 17.0% 3 10.7% 4 16.7% 3 20.0% 7 24.1%
50％超 36 32.1% 8 28.6% 7 29.2% 6 40.0% 13 44.8%
80％超 7 6.3% 1 3.6% 1 4.2% 0 0.0% 3 10.3%
100％超 7 6.3% 2 7.1% 1 4.2% 0 0.0% 1 3.4%

合計 112 100.0% 28 100.0% 24 100.0% 15 100.0% 29 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 28 21.7% 7 21.9% 6 23.1% 5 25.0% 3 8.8%
80％超 46 35.7% 15 46.9% 10 38.5% 7 35.0% 9 26.5%
50％超 34 26.4% 7 21.9% 7 26.9% 6 30.0% 10 29.4%
30％超 12 9.3% 2 6.3% 1 3.8% 2 10.0% 7 20.6%
10％超 9 7.0% 1 3.1% 2 7.7% 0 0.0% 5 14.7%

合計 129 100.0% 32 100.0% 26 100.0% 20 100.0% 34 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 38 29.5% 11 35.5% 8 30.8% 4 20.0% 7 20.0%
80％超 52 40.3% 13 41.9% 11 42.3% 11 55.0% 11 31.4%
50％超 20 15.5% 4 12.9% 4 15.4% 4 20.0% 7 20.0%
30％超 11 8.5% 2 6.5% 0 0.0% 1 5.0% 8 22.9%
10％超 8 6.2% 1 3.2% 3 11.5% 0 0.0% 2 5.7%

合計 129 100.0% 31 100.0% 26 100.0% 20 100.0% 35 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 26 17.9% 10 30.3% 6 19.4% 2 9.1% 5 12.2%
80％超 67 46.2% 13 39.4% 16 51.6% 12 54.5% 15 36.6%
50％超 30 20.7% 7 21.2% 5 16.1% 6 27.3% 10 24.4%
30％超 15 10.3% 2 6.1% 2 6.5% 2 9.1% 7 17.1%
10％超 7 4.8% 1 3.0% 2 6.5% 0 0.0% 4 9.8%
合計 145 100.0% 33 100.0% 31 100.0% 22 100.0% 41 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 24 18.2% 11 34.4% 5 16.7% 2 11.8% 3 8.1%
80％超 61 46.2% 12 37.5% 16 53.3% 9 52.9% 14 37.8%
50％超 30 22.7% 7 21.9% 6 20.0% 5 29.4% 10 27.0%
30％超 10 7.6% 1 3.1% 1 3.3% 1 5.9% 6 16.2%
10％超 7 5.3% 1 3.1% 2 6.7% 0 0.0% 4 10.8%

合計 132 100.0% 32 100.0% 30 100.0% 17 100.0% 37 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業



 

42 

 

③売上単価 

 

 

④原材料・商品仕入単価 

 

 

⑤採算（経常利益） 

 

 

⑥資金繰り 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 29 22.7% 12 36.4% 8 27.6% 3 17.6% 4 12.1%
80％超 59 46.1% 13 39.4% 12 41.4% 8 47.1% 15 45.5%
50％超 30 23.4% 6 18.2% 6 20.7% 6 35.3% 10 30.3%
30％超 6 4.7% 1 3.0% 1 3.4% 0 0.0% 3 9.1%
10％超 4 3.1% 1 3.0% 2 6.9% 0 0.0% 1 3.0%

合計 128 100.0% 33 100.0% 29 100.0% 17 100.0% 33 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
10％超 38 33.9% 13 46.4% 10 40.0% 4 26.7% 5 17.9%
30％超 25 22.3% 6 21.4% 5 20.0% 5 33.3% 5 17.9%
50％超 36 32.1% 7 25.0% 7 28.0% 6 40.0% 14 50.0%
80％超 9 8.0% 2 7.1% 2 8.0% 0 0.0% 3 10.7%
100％超 4 3.6% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 1 3.6%

合計 112 100.0% 28 100.0% 25 100.0% 15 100.0% 28 100.0%

建設･運輸業 サービス業全体 製造業 卸売･小売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 21 16.0% 10 31.3% 4 14.8% 1 5.0% 2 5.7%
80％超 55 42.0% 13 40.6% 13 48.1% 9 45.0% 11 31.4%
50％超 33 25.2% 6 18.8% 6 22.2% 8 40.0% 10 28.6%
30％超 14 10.7% 2 6.3% 2 7.4% 2 10.0% 7 20.0%
10％超 8 6.1% 1 3.1% 2 7.4% 0 0.0% 5 14.3%

合計 131 100.0% 32 100.0% 27 100.0% 20 100.0% 35 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％超 32 24.6% 12 38.7% 7 25.9% 2 10.0% 5 14.3%
80％超 54 41.5% 11 35.5% 12 44.4% 11 55.0% 12 34.3%
50％超 25 19.2% 5 16.1% 3 11.1% 6 30.0% 9 25.7%
30％超 12 9.2% 2 6.5% 2 7.4% 1 5.0% 6 17.1%
10％超 7 5.4% 1 3.2% 3 11.1% 0 0.0% 3 8.6%

合計 130 100.0% 31 100.0% 27 100.0% 20 100.0% 35 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
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問１ 現在の経営課題 

 

 

問２ 経営課題に対し今後新しい取組を検討しているか 

 

 

問３－１ 経営課題の解決に向け現在取り組んでいる／考えている対策 

 

 

問３－２ 経営課題の解決への対策を考えていない／様子を見たい理由 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
既存の商圏・顧客・販路との関係強化 44 29.3% 9 27.3% 13 39.4% 8 36.4% 8 18.2%
商圏・顧客ニーズの把握 29 19.3% 5 15.2% 13 39.4% 0 0.0% 8 18.2%
新たな商圏・顧客・販路の開拓 66 44.0% 13 39.4% 16 48.5% 11 50.0% 15 34.1%
製品・サービスのPR活動や自社の知名度向上 25 16.7% 5 15.2% 10 30.3% 2 9.1% 5 11.4%
既存の製品・サービスの改善 17 11.3% 3 9.1% 4 12.1% 1 4.5% 7 15.9%
新製品・サービスの開発 27 18.0% 11 33.3% 4 12.1% 4 18.2% 5 11.4%
自社の強みの把握・活用 12 8.0% 0 0.0% 4 12.1% 2 9.1% 5 11.4%
業務の効率化 52 34.7% 15 45.5% 11 33.3% 10 45.5% 10 22.7%
ＩＴの利活用 21 14.0% 5 15.2% 4 12.1% 3 13.6% 8 18.2%
人材確保 63 42.0% 17 51.5% 11 33.3% 15 68.2% 15 34.1%
事業承継・廃業・Ｍ＆Ａ 14 9.3% 2 6.1% 1 3.0% 1 4.5% 9 20.5%
運転・設備資金の確保 16 10.7% 3 9.1% 1 3.0% 1 4.5% 8 18.2%
新型コロナウイルス感染症対策・対応 35 23.3% 5 15.2% 5 15.2% 4 18.2% 18 40.9%
その他 3 2.0% 2 6.1% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0%

サービス業
n=33 n=22 n=44

全体
n=150

製造業
n=33

卸売･小売業 建設･運輸業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
既に考えている・何か考えたい 118 79.7% 29 90.6% 25 75.8% 19 86.4% 30 69.8%
今は考えていない・様子を見たい 30 20.3% 3 9.4% 8 24.2% 3 13.6% 13 30.2%

合計 148 100.0% 32 100.0% 33 100.0% 22 100.0% 43 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
商品・サービスの開発・提供 28 23.7% 11 37.9% 6 24.0% 2 10.5% 9 30.0%
販路開拓 34 28.8% 10 34.5% 9 36.0% 5 26.3% 4 13.3%
インターネット販売 9 7.6% 2 6.9% 6 24.0% 0 0.0% 1 3.3%
新規事業展開・事業転換 20 16.9% 1 3.4% 4 16.0% 2 10.5% 9 30.0%
設備投資 22 18.6% 6 20.7% 2 8.0% 5 26.3% 4 13.3%
人材の確保・育成 47 39.8% 9 31.0% 11 44.0% 14 73.7% 7 23.3%
技術開発・生産性向上 28 23.7% 12 41.4% 2 8.0% 4 21.1% 6 20.0%
ＩＴによる業務効率化 28 23.7% 6 20.7% 3 12.0% 9 47.4% 6 20.0%
後継者の育成 20 16.9% 6 20.7% 3 12.0% 5 26.3% 4 13.3%
その他 4 3.4% 0 0.0% 1 4.0% 0 0.0% 2 6.7%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=118 n=29 n=25 n=19 n=30

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者がいない 8 28.6% 1 33.3% 1 14.3% 0 0.0% 5 41.7%
資金不足 6 21.4% 0 0.0% 2 28.6% 1 33.3% 2 16.7%
どのように考えたらよいか、分からない 2 7.1% 0 0.0% 2 28.6% 0 0.0% 0 0.0%
どこへ相談したらよいか、分からない 1 3.6% 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0%
需要・新型コロナウイルス感染症の拡大に不安 14 50.0% 1 33.3% 3 42.9% 2 66.7% 7 58.3%
その他 2 7.1% 1 33.3% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=28 n=3 n=7 n=3 n=12
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問４ 経営上の相談機関 

 

 

問５ 事業計画（経営計画）の作成の有無 

 
 

問６－１ 事業計画（経営計画）の見直し・検証状況 

 

 

問６－２ 事業計画を作成したことがない理由 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
税理士・公認会計士 83 58.0% 18 56.3% 17 58.6% 14 66.7% 22 51.2%
中小企業診断士・コンサルタント 20 14.0% 8 25.0% 2 6.9% 2 9.5% 5 11.6%
商工会議所 23 16.1% 5 15.6% 3 10.3% 2 9.5% 11 25.6%
金融機関 33 23.1% 9 28.1% 6 20.7% 7 33.3% 8 18.6%
先代社長や会社ＯＢ 12 8.4% 5 15.6% 1 3.4% 1 4.8% 5 11.6%
社員・従業員 23 16.1% 3 9.4% 3 10.3% 4 19.0% 10 23.3%
公的支援機関 8 5.6% 5 15.6% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.7%
相談していない 21 14.7% 3 9.4% 7 24.1% 3 14.3% 7 16.3%
その他 12 8.4% 2 6.3% 2 6.9% 1 4.8% 7 16.3%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=143 n=32 n=29 n=21 n=43

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
毎年作成している 62 42.5% 20 64.5% 15 46.9% 6 28.6% 12 27.3%
作成したことがある 41 28.1% 9 29.0% 8 25.0% 7 33.3% 13 29.5%
一度も作成したことはない 43 29.5% 2 6.5% 9 28.1% 8 38.1% 19 43.2%

合計 146 100.0% 31 100.0% 32 100.0% 21 100.0% 44 100.0%

サービス業全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
毎年検証・見直しを行っている 64 62.7% 20 69.0% 16 72.7% 6 46.2% 13 52.0%
数年ごとに検証・見直しを行っている 22 21.6% 6 20.7% 5 22.7% 3 23.1% 5 20.0%
作成したが検証・見直しを行っていない 16 15.7% 3 10.3% 1 4.5% 4 30.8% 7 28.0%
その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 102 100.0% 29 100.0% 22 100.0% 13 100.0% 25 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
経営内容を熟知しているから不要なため 14 35.0% 0 0.0% 2 22.2% 2 25.0% 8 47.1%
時間的な余裕がない 6 15.0% 0 0.0% 2 22.2% 1 12.5% 1 5.9%
現状維持が出来ればよい 8 20.0% 0 0.0% 4 44.4% 0 0.0% 4 23.5%
効果に懐疑的なため 3 7.5% 0 0.0% 0 0.0% 2 25.0% 1 5.9%
どのように作成したら良いか分からない 8 20.0% 1 100.0% 0 0.0% 3 37.5% 3 17.6%
その他 1 2.5% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0%
合計 40 100.0% 1 100.0% 9 100.0% 8 100.0% 17 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業



 

45 

 

問７ 実施している販売促進・ＰＲの中で、売上拡大に効果があったもの（上位３つ） 

 

 

問８ 販路開拓・販売促進にあたっての問題点 

 

 

問９ 新型コロナウイルス感染症の経営への影響 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
チラシの配布 31 25.6% 1 4.2% 14 48.3% 2 14.3% 6 15.8%
タウン誌・雑誌等への広告 19 15.7% 5 20.8% 2 6.9% 3 21.4% 8 21.1%
ダイレクトメールの送付 22 18.2% 3 12.5% 7 24.1% 2 14.3% 7 18.4%
ＳＮＳ（twitter、Facebookなど） 26 21.5% 4 16.7% 3 10.3% 3 21.4% 14 36.8%
インターネットの広告 11 9.1% 2 8.3% 3 10.3% 1 7.1% 1 2.6%
自社のホームページ 61 50.4% 14 58.3% 17 58.6% 11 78.6% 12 31.6%
看板・のぼり旗 19 15.7% 2 8.3% 4 13.8% 1 7.1% 8 21.1%
物産展・展示会へ出展 13 10.7% 9 37.5% 3 10.3% 1 7.1% 0 0.0%
包装紙・紙袋 5 4.1% 0 0.0% 4 13.8% 0 0.0% 1 2.6%
呼び込み 10 8.3% 1 4.2% 6 20.7% 0 0.0% 3 7.9%
その他 23 19.0% 6 25.0% 3 10.3% 4 28.6% 9 23.7%

n=38
全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=121 n=24 n=29 n=14

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

人材の育成・新たな技術・商品の開発
61 42.7% 19 63.3% 14 42.4% 7 33.3% 16 37.2%

新規顧客へのアプローチ方法 58 40.6% 5 16.7% 22 66.7% 8 38.1% 16 37.2%
販売先市場の選定 21 14.7% 7 23.3% 6 18.2% 2 9.5% 5 11.6%
商品・製品のＰＲ方法 28 19.6% 7 23.3% 10 30.3% 1 4.8% 5 11.6%
商品の魅力向上 23 16.1% 4 13.3% 6 18.2% 0 0.0% 10 23.3%
資金調達 16 11.2% 2 6.7% 3 9.1% 1 4.8% 7 16.3%
生産体制 17 11.9% 11 36.7% 0 0.0% 0 0.0% 4 9.3%
情報収集 37 25.9% 5 16.7% 11 33.3% 8 38.1% 9 20.9%
専門知識の不足 19 13.3% 5 16.7% 7 21.2% 2 9.5% 5 11.6%
問題はない 15 10.5% 4 13.3% 2 6.1% 2 9.5% 6 14.0%
その他 1 0.7% 0 0.0% 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=143 n=30 n=33 n=21 n=43

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
売上・受注の減少 87 67.4% 23 74.2% 22 78.6% 9 42.9% 27 75.0%
顧客数の減少 49 38.0% 7 22.6% 12 42.9% 5 23.8% 22 61.1%
資金繰りの悪化 31 24.0% 7 22.6% 5 17.9% 3 14.3% 14 38.9%
宿泊・飲食・施設等のキャンセル 12 9.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.8% 10 27.8%
海外を含めた発注企業の生産縮小・中止による原 11 8.5% 2 6.5% 4 14.3% 3 14.3% 1 2.8%
発注企業の生産縮小・中止に伴う受注キャンセル 13 10.1% 2 6.5% 5 17.9% 4 19.0% 2 5.6%
仕入先変更に伴う調達コストの上昇 8 6.2% 2 6.5% 3 10.7% 1 4.8% 1 2.8%
営業活動等（出張・会議）に支障が発生している 59 45.7% 17 54.8% 13 46.4% 11 52.4% 9 25.0%
取引先からの支払遅延、回収条件の変更 5 3.9% 1 3.2% 1 3.6% 1 4.8% 2 5.6%
その他 7 5.4% 3 9.7% 1 3.6% 0 0.0% 3 8.3%

n=28 n=21 n=36
全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=129 n=31
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問 10 必要としている支援策 

 

 

問 11 新型コロナウイルス感染症対策として実行・検討している取組 

①事業上の対策 

 

 

②経営上の対策 

 

 

③勤務上の対策 

 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
運転資金等の融資制度の拡充 28 22.6% 7 30.4% 3 11.5% 5 23.8% 10 25.6%
借入金返済の猶予、利子・保証料の減免 27 21.8% 6 26.1% 2 7.7% 2 9.5% 15 38.5%
休業補償 21 16.9% 5 21.7% 1 3.8% 1 4.8% 12 30.8%
雇用調整助成金の制度拡充・延長 32 25.8% 8 34.8% 5 19.2% 6 28.6% 10 25.6%
税の猶予・減免 38 30.6% 8 34.8% 8 30.8% 5 23.8% 11 28.2%
固定費（家賃等）への支援 23 18.5% 3 13.0% 4 15.4% 1 4.8% 12 30.8%
商品券・食事券等の消費活動活性化策 18 14.5% 1 4.3% 7 26.9% 1 4.8% 8 20.5%
販路開拓支援 25 20.2% 5 21.7% 9 34.6% 4 19.0% 4 10.3%
テレワーク導入支援 6 4.8% 2 8.7% 1 3.8% 1 4.8% 1 2.6%
感染防止用品の調達支援 21 16.9% 6 26.1% 5 19.2% 2 9.5% 6 15.4%
事業所内での感染者発生時の対応・対策等の支援 51 41.1% 12 52.2% 10 38.5% 11 52.4% 12 30.8%
その他 4 3.2% 0 0.0% 2 7.7% 0 0.0% 2 5.1%

n=39
全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=124 n=23 n=26 n=21

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
営業日・営業時間の短縮 41 44.1% 5 26.3% 11 44.0% 3 25.0% 17 60.7%
事業所・店舗の休業・閉鎖 13 14.0% 4 21.1% 1 4.0% 0 0.0% 7 25.0%
生産の縮小・停止 13 14.0% 7 36.8% 1 4.0% 0 0.0% 3 10.7%
代替調達及び国内での調達確保 7 7.5% 1 5.3% 3 12.0% 2 16.7% 0 0.0%
国内（または日本人）向けの事業強化 5 5.4% 1 5.3% 2 8.0% 2 16.7% 0 0.0%
物流ルートの変更 4 4.3% 0 0.0% 4 16.0% 0 0.0% 0 0.0%
コロナウイルス対策製品の新規開発・販路拡大 17 18.3% 1 5.3% 9 36.0% 1 8.3% 4 14.3%
外出自粛に合わせたテイクアウト事業 10 10.8% 1 5.3% 1 4.0% 1 8.3% 7 25.0%
その他 17 18.3% 4 21.1% 3 12.0% 3 25.0% 5 17.9%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=93 n=19 n=25 n=12 n=28

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
パート・臨時社員の勤務日・勤務時間の削減 17 15.5% 1 4.0% 3 14.3% 2 9.5% 9 28.1%
パート・臨時社員の削減・休業 7 6.4% 2 8.0% 1 4.8% 0 0.0% 4 12.5%
採用の見直し 8 7.3% 3 12.0% 0 0.0% 3 14.3% 1 3.1%
社員の配置転換 9 8.2% 2 8.0% 0 0.0% 3 14.3% 4 12.5%
経費の削減 74 67.3% 15 60.0% 18 85.7% 8 38.1% 24 75.0%
設備投資の延期・中止 25 22.7% 9 36.0% 6 28.6% 3 14.3% 5 15.6%
融資による運転資金の確保 31 28.2% 6 24.0% 5 23.8% 7 33.3% 10 31.3%
その他 2 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.8% 1 3.1%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=110 n=25 n=21 n=21 n=32

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
営業の自粛 28 20.0% 6 19.4% 3 9.4% 4 19.0% 12 29.3%
出張の自粛・禁止 59 42.1% 18 58.1% 17 53.1% 6 28.6% 11 26.8%
会議・懇親会等の自粛・禁止 84 60.0% 21 67.7% 20 62.5% 16 76.2% 17 41.5%
出入口への消毒液・体温計の設置 114 81.4% 27 87.1% 26 81.3% 14 66.7% 33 80.5%
従業員への注意喚起 109 77.9% 27 87.1% 23 71.9% 17 81.0% 29 70.7%
従業員へマスク等の防止用品の配布 86 61.4% 17 54.8% 23 71.9% 13 61.9% 24 58.5%
リモートワーク・フレックス勤務の導入 18 12.9% 9 29.0% 1 3.1% 2 9.5% 4 9.8%
その他 5 3.6% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.8% 3 7.3%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=140 n=31 n=32 n=21 n=41
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問 12 実際に申請・使用した制度・施策 

 

 

問 13 過去 1年間と比較した 1ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間 

 

 

問 13－1 1ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間が増加した理由 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
持続化給付金 56 58.3% 12 60.0% 10 47.6% 10 62.5% 20 66.7%
家賃給付金 16 16.7% 3 15.0% 1 4.8% 3 18.8% 8 26.7%
県・市の休業協力金 32 33.3% 3 15.0% 5 23.8% 3 18.8% 19 63.3%
GOTOキャンペーン 19 19.8% 1 5.0% 2 9.5% 4 25.0% 10 33.3%
融資（利子・保証料給付等） 42 43.8% 10 50.0% 6 28.6% 7 43.8% 15 50.0%
雇用調整助成金 30 31.3% 10 50.0% 1 4.8% 6 37.5% 10 33.3%
持続化補助金（一般型・コロナ型） 13 13.5% 2 10.0% 4 19.0% 2 12.5% 4 13.3%
ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 8 8.3% 2 10.0% 3 14.3% 1 6.3% 0 0.0%
その他 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.3%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=96 n=20 n=21 n=16 n=30

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
大きく増加した 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
少し増加した 9 6.5% 2 6.3% 2 6.3% 4 19.0% 1 2.7%
大きく変わっていない 80 58.0% 17 53.1% 19 59.4% 10 47.6% 22 59.5%
少し減少した 34 24.6% 8 25.0% 10 31.3% 5 23.8% 7 18.9%
大きく減少した 15 10.9% 5 15.6% 1 3.1% 2 9.5% 7 18.9%
合計 138 100.0% 32 100.0% 32 100.0% 21 100.0% 37 100.0%

サービス業全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
業務の繁閑が激しい、又は突発的な業務が
生じやすい

15 30.6% 2 15.4% 2 22.2% 4 40.0% 5 41.7%

仕事の性質や顧客の都合上、所定外でないと
できない仕事がある

12 24.5% 5 38.5% 2 22.2% 3 30.0% 1 8.3%

一人当たりの業務量が多い 10 20.4% 4 30.8% 3 33.3% 2 20.0% 1 8.3%

能力・技術不足で時間がかかってしまう 2 4.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 1 8.3%

仕事の進め方にムダがある 2 4.1% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0% 1 8.3%

組織間や従業員間の業務分配にムラがある 4 8.2% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0% 2 16.7%

納期やノルマが厳しい 2 4.1% 2 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 2 4.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3%

合計 49 100.0% 13 100.0% 9 100.0% 10 100.0% 12 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
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問 13－2 １ヵ月あたりの正社員の時間外労働時間が減少した理由 

 

 

問 14 過去１年間における正社員の年次有給休暇の平均取得率 

 

 

問 15 年次有給休暇の取得が進まない理由 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

実態の（実際の時間外労働時間）把握 16 34.8% 1 10.0% 6 54.5% 4 57.1% 5 35.7%

仕事の内容・分担の見直し 13 28.3% 3 30.0% 3 27.3% 1 14.3% 4 28.6%

休日労働に対する代休の付与 1 2.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

長時間労働者やその上司等に対する注意喚起 6 13.0% 3 30.0% 2 18.2% 0 0.0% 1 7.1%

適正な人員確保 4 8.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 28.6% 1 7.1%

所定外労働の事前届出制の導入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

経営トップからの呼び掛けや経営戦略化による
意識啓発

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

新たな設備・IT機器の導入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 6 13.0% 3 30.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4%

合計 46 100.0% 10 100.0% 11 100.0% 7 100.0% 14 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
100％ 18 14.1% 7 24.1% 5 17.2% 0 0.0% 3 9.4%
80％超～100％未満 16 12.5% 5 17.2% 4 13.8% 2 9.5% 4 12.5%
60％超～80％以下 28 21.9% 6 20.7% 4 13.8% 6 28.6% 6 18.8%
40％超～60％以下 28 21.9% 5 17.2% 4 13.8% 8 38.1% 9 28.1%
20％超～40％以下 22 17.2% 5 17.2% 6 20.7% 3 14.3% 5 15.6%
０％超～20％以下 10 7.8% 1 3.4% 4 13.8% 0 0.0% 3 9.4%
０％ 6 4.7% 0 0.0% 2 6.9% 2 9.5% 2 6.3%
合計 128 100.0% 29 100.0% 29 100.0% 21 100.0% 32 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

代替要員がいないから、周りに迷惑がかかる 44 41.5% 10 43.5% 15 60.0% 6 31.6% 12 48.0%

年次有給休暇を積極的に取ろうとする意識が薄い 27 25.5% 6 26.1% 6 24.0% 3 15.8% 5 20.0%

人員が不足している 39 36.8% 8 34.8% 11 44.0% 6 31.6% 9 36.0%

組織間や従業員間の業務分配にムラがある 18 17.0% 4 17.4% 5 20.0% 5 26.3% 4 16.0%

病気や休養のために残しておいて、
結局取り切れなかった

19 17.9% 6 26.1% 4 16.0% 5 26.3% 2 8.0%

職場に取得しにくい雰囲気がある 3 2.8% 0 0.0% 2 8.0% 1 5.3% 0 0.0%

休んでもすることがない、仕事が好き 15 14.2% 2 8.7% 3 12.0% 3 15.8% 6 24.0%

その他 5 4.7% 1 4.3% 0 0.0% 2 10.5% 0 0.0%

n=25
全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=106 n=23 n=25 n=19
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問 16 年次有給休暇の取得促進に向けた取組 

 

 

問 17 同一労働同一賃金（改正パートタイム労働法）法の認知度 

 

 

問 18 同一労働同一賃金への対応状況 

 

  

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
有給休暇の取得について、
経営陣がメッセージを発信

51 46.4% 11 40.7% 14 60.9% 10 47.6% 9 39.1%

毎月１日の取得など、有給休暇取得の徹底 7 6.4% 2 7.4% 1 4.3% 1 4.8% 0 0.0%

連休に組合わせた有給休暇の取得 40 36.4% 9 33.3% 9 39.1% 10 47.6% 7 30.4%

管理職による有給休暇取得（月１回等）の徹底 12 10.9% 2 7.4% 5 21.7% 2 9.5% 2 8.7%

管理職による部下の有給休暇取得の働きかけ 37 33.6% 11 40.7% 11 47.8% 4 19.0% 5 21.7%

有給取得者を評価する制度の導入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

社員の休暇・休業時の業務フォローアップ 19 17.3% 5 18.5% 3 13.0% 4 19.0% 5 21.7%

その他 10 9.1% 3 11.1% 2 8.7% 2 9.5% 3 13.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
n=110 n=27 n=23 n=21 n=23

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
知っている 114 84.4% 30 96.8% 21 67.7% 19 90.5% 28 80.0%
知らない 21 15.6% 1 3.2% 10 32.3% 2 9.5% 7 20.0%

合計 135 100.0% 31 100.0% 31 100.0% 21 100.0% 35 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
既に対応完了 37 29.4% 6 20.0% 9 33.3% 7 35.0% 9 27.3%
対応中・これから対応する 16 12.7% 7 23.3% 3 11.1% 3 15.0% 2 6.1%
対応を検討中 25 19.8% 8 26.7% 2 7.4% 6 30.0% 6 18.2%
対応する必要がない 27 21.4% 6 20.0% 3 11.1% 3 15.0% 9 27.3%
対応が必要か不明 21 16.7% 3 10.0% 10 37.0% 1 5.0% 7 21.2%
合計 126 100.0% 30 100.0% 27 100.0% 20 100.0% 33 100.0%

全体 製造業 卸売･小売業 建設･運輸業 サービス業
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２ アンケート票 
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